
平成 30 年度第 2回上越市人にやさしいまちづくり推進会議 次第 

 

日 時：平成 31 年 2 月 21 日（木） 

午後 1時 30 分～ 

会 場：上越市役所 4階 401 会議室 

 

 

1 開 会 

 

 

2 挨 拶 

 

 

3 議 題 

(1) 第 4次人にやさしいまちづくり推進計画に係る平成30年度実施計画の進捗状

況について 

 

 

… 事前配付資料 1 

… 当日配付資料 1 

 

(2）第 4次人にやさしいまちづくり推進計画に係る平成 31 年度実施計画について 

 

 

                      … 事前配付資料 1 

… 当日配付資料 1 

 

(3) 公共建築物ユニバーサルデザイン指針の見直し方針案について 

 

 

… 事前配付資料 2 

     

4 その他 

  

 

5 閉 会 



計画 実績見込み

(1)人にやさしい
まちづくりの考
え方を理解し認
め合うための広
報や教育・学習
を推進します。
また、日常生活
の中で起きた困
りごとについて
の相談窓口や
支援体制を整
えます。

①人にや
さしいまち
づくりの普
及啓発

1 人にやさしいまちづく
り、ユニバーサルデザ
インの考え方を広く普
及するために、啓発活
動のほか、学校や地域
での学習推進を図りま
す。

・職員研修
・教員研修
・普及啓発パンフレッ
ト、冊子配布

拡充 有 ・研修受講者が、人にやさしいまちづ
くりやユニバーサルデザインの考え
方を理解し、業務に取り入れたり、授
業等の中で子どもたちに伝えたりす
るなど、それぞれの立場において活
用できる状態とする。
・普及啓発パンフレット・冊子や広報
を利用し、市民や企業に人にやさし
いまちづくりやユニバーサルデザイ
ンの考え方を普及する。

人にやさしいまちづくり推進の取組
の理解割合28％、ユニバーサルデ
ザインの理解割合48％（いずれも
H33到達目標）

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（随時）
・広報上越による特集記事の掲載
等、市民への普及啓発
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
の実施

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（5回）
・広報上越による特集記事の掲載
（11/1号～5回連載）
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する出前講座の実施（7回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

市政モニターアンケート（H30）の結
果、人にやさしいまちづくり推進の取
組の理解割合19.5％、ユニバーサル
デザインの理解割合52.8％であり、
目標を達成できる見込みである。

- 有 ・研修受講者が、人にやさしいまちづ
くりやユニバーサルデザインの考え
方を理解し、業務に取り入れたり、授
業等の中で子どもたちに伝えたりす
るなど、それぞれの立場において活
用できる状態とする。
・普及啓発パンフレット・冊子や広報
を利用し、市民や企業に人にやさし
いまちづくりやユニバーサルデザイ
ンの考え方を普及する。

人にやさしいまちづくり推進の取組
の理解割合28％、ユニバーサルデ
ザインの理解割合48％（いずれも
H33到達目標）

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（随時）
・関連団体（社会福祉協議会等）のイ
ベント等での市民への普及啓発
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する出前講座の実施

共生ま
ちづくり
課

②相談・
支援体制
の充実

2 様々な権利侵害から
の保護や救済と同時
に、障害のある人が権
利を行使できるよう保
障するための環境を作
ります。

・障害のある人の権利
擁護の取組を推進

- 有 ・障害を理由とする差別に関する相
談に対応し、差別事例の対応改善
や再発防止策の実施に取り組む。
・講演会等を開催し、障害のある人
や障害特性などについて広く市民の
理解を促進する。

・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件以上
・上越市障害者差別解消支援地域
協議会を設置し、以下の取組を行
う。
　：関係機関が対応した事例の共
有、差別解消に資する取組の共有・
分析等の実施（会議開催：年2回）
　：障害のある人や障害特性などに
かかわるテーマの講演会等の開催
（1回以上）

・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件
・上越市障害者差別解消支援地域
協議会を開催し、相談事例や差別解
消に資する取組の協議等を実施（年
1回開催予定）
・障害のある人や障害特性などにか
かわるテーマの講演会等の開催（10
月6日）

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

A：目標達成（100％） ・(現時点において)障害者差別に関
する相談がない。法の主旨や差別解
消に向けた取組等について、継続的
に啓発活動に取り組む必要がある。
・10/6の「地域共生フォーラム」開催
により、障害のある人に対する市民
の理解促進や親近感の創出を図る
ことができた。

- 有 ・講演会開催などを通じた周知啓発
により、障害者差別解消法に関する
理解を促進することにより、障害の
ある人への合理的配慮が提供され
るよう環境の整備を図るとともに、差
別事案が生じた場合に相談しやすい
体制を整備する。

・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件以上
・上越市障害者差別解消支援地域
協議会を設置し、関係機関が対応し
た事例の共有、差別解消に資する取
組の共有・分析等を実施：年2回
・障害者差別の解消に資する啓発活
動(　障害のある人や障害特性など
に関わるテーマの講演会等)の開催：
1回以上

福祉課

4 家族や生活に関して女
性が抱えるあらゆる諸
問題に対し、助言・指
導などを行うための相
談体制を整備します。

・女性相談の実施 - 有 ・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態に
する。また、配偶者等からの暴力被
害にあっている相談者に対しては、
関係機関等と連携しながら、安全確
保が図られる状態にする。

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要な
支援を講じる。

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00ま
で延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要な
支援を講じた。
　相談延べ件数：4,800件
  相談実人員：300人

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00まで
延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・様々な相談に対し、適切な対応を
実施しており、女性相談に関する苦
情は寄せられていない。
・関係機関と連携して、暴力被害に
あっている相談者の安全確保及び自
立支援のための相談・支援を実施し
た。

- 有 ・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態に
する。また、配偶者等からの暴力被
害にあっている相談者に対しては、
関係機関等と連携しながら、安全確
保が図られる状態にする。

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要な
支援を講じる。

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00まで
延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

共生ま
ちづくり
課
(男女共
同参画
推進セ
ンター）

5 高齢者の権利擁護な
どに関する相談体制を
整備します。

・高齢者相談の実施 - 有 ・地域包括支援センターにおいて高
齢者の権利擁護などに関する相談
に対応する。
・地域包括支援センター職員の相談
対応能力の向上に向けた研修会を
開催して、相談に適切に対応できる
ようにする。

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・地域包括支援センター職員向けの
成年後見制度についての研修会の
開催（センターで開催のため回数未
定）

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・地域包括支援センター職員向けの
成年後見制度についての研修会の
開催（2回開催　成年後見制度：5月
に開催、高齢者虐待：8月に開催）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域包括支援センター職員向けの
成年後見制度や高齢者虐待などの
権利擁護についての研修会を実施し
ている。

- 有 ・地域包括支援センターにおいて高
齢者の権利擁護などに関する相談
に対応する。
・地域包括支援センター職員の相談
対応能力の向上に向けた研修会を
開催して、相談に適切に対応できる
ようにする。

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・地域包括支援センター職員向けの
成年後見制度についての研修会の
開催（センターで開催のため回数未
定）

高齢者
支援課

6 外国人市民が暮らしや
すい環境づくりを進め
るため、相談業務を充
実します。

・外国人相談の実施 - 有 ・外国人相談窓口において、相談者
の問題解決に向けた支援を行い、安
全・安心な生活を送ることができるよ
うにする。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設する。
月曜・木曜（13：00～17：00）、土曜
（9：00～13：00）
その他緊急の相談にも対応する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設した。
月曜・木曜（13：00～17：00）、土曜
（9：00～13：00）
その他緊急の相談にも対応する。
　相談件数：330件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・外国人相談窓口を開設し、安全・安
心な生活を送るための各種相談に
応じ、問題を解決することができた。

- 有 ・外国人相談窓口において、相談者
の問題解決に向けた支援を行い、安
全・安心な生活を送ることができるよ
うにする。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設する。
月曜・木曜（13：00～17：00）、土曜
（9：00～13：00）
その他緊急の相談にも対応する。

共生ま
ちづくり
課

障害児や障害者及び
その家族などが生活
全般について相談しや
すい環境を整備しま
す。

・基幹相談支援セン
ターを中心とした相談
支援事業の実施
・障害福祉サービス及
び放課後デイサービス
の実施

有 有・以下の取組を通じて、基幹相談支
援センターを中心とした、地域の計
画相談事業所等の関係機関と連携
し、相談体制を整えている。
・あわせて個別のケース検討会を通
じて障害福祉サービスの提供につい
て適正に実施している。

【具体的な取組】
・計画相談事業所職員によるテーマ
検討（毎月開催）
・個別の相談ケースのケース検討会
（毎週開催）
・随時の基幹相談支援センターと計
画相談事業所職員の連携

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターを中心に、市内相談支援事業所
と連携し、より相談しやすい相談支
援環境を整える。

・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供する。

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターを中心に、地域の計画相談事業
所等の関係機関と連携し相談体制
の充実を図る。
・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供する。
【具体的な取組】
・計画相談事業所職員によるテーマ
検討（月1回）
・個別の相談ケースのケース検討会
（週1回）
・随時の基幹相談支援センターと計
画相談事業所職員の連携

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターを中心に、市内相談支援事業所
と連携し、より相談しやすい相談支
援環境を整える。
・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供する。

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターを中心に、地域の計画相談事業
所等の関係機関と連携し相談体制
を整える。
・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供する。

【具体的な取組】
・計画相談事業所職員によるテーマ
検討（月1回）
・個別の相談ケースのケース検討会
（週1回）
・随時の基幹相談支援センターと計
画相談事業所職員の連携

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターを中心に、地域の計画相談事業
所等の関係機関と連携し相談体制を
整えた。
・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供した。
【具体的な取組】
・計画相談事業所職員によるテーマ
検討（月1回）
・個別の相談ケースのケース検討会
（週1回）
・随時の基幹相談支援センターと計
画相談事業所職員の連携

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％）3 - -

基
本
目
標

福祉課

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
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方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人にやさしいまちづくり推進計画　平成30年度実施計画進捗状況及び平成31年度実施計画

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

事前配付資料１
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計画 実績見込み
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標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
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目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

8 悩み事や不安の解消
に向け、適切な対応窓
口や相談先の紹介、法
律相談の案内等を行
います。

・市民相談の実施 - 有 ・相談者の悩みに適切に応じ、不安
を解消し、市民生活の安定及び向上
を図る。

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：毎週金曜日　午後
・司法書士相談：毎週火曜日　午後
　相談件数：950件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・庁内関係課との連携により、多様な
相談に対し適切な窓口を案内してい
る。
・また、弁護士、司法書士による無料
法律相談会も開催し、不安解消に努
めている。

- 有 ・市民の多様な民事に係る相談に迅
速な対応ができるよう情報収集し、
庁内関係課との連携体制を維持す
る。

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：毎週金曜日　午後
・司法書士相談：毎週火曜日　午後

市民課
（市民
相談セ
ンター）

9 消費者と事業者との間
に生じた商品やサービ
スに関する苦情などに
ついて相談を受け付け
ます。

・消費生活相談の実施 - 有 ・消費者の権利の尊重及びその自
立の支援を目的とする消費者基本
法及び消費者安全法の基本理念の
下、消費者被害防止の啓発活動を
推進し、消費生活の安定を図る。

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
　相談件数：1,190件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・相談に適切に対応するよう、最新
の情報を収集するとともに、出前講
座等の啓発活動に取り組んでいる。

- 有 ・的確で迅速な相談窓口対応に努
め、安心な消費生活の確保を図る。
・出前講座や啓発、情報発信等を通
じて、消費者被害を防止する。

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15

市民課
（消費
生活セ
ンター）

10 外国人の社会参加を
推進するため、日本語
教室を開催します。

・日本語教室の開催 - 有 ・外国人市民が日本語を効果的に習
得できるような学習環境を確保する
とともに、日本人市民との交流の場
を提供する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行う。
水曜・金曜（9：30～11：00）、木曜
（17：30～19：00）、土曜（10：00～
11：30）

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行った。
水曜・金曜（9：30～11：00）、木曜
（17：30～19：00）、土曜（10：00～11：
30）
　教室：90教室
　参加人数：570人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・外国人市民に向けた生活日本語教
室では、受講者のニーズやレベルに
応じた学習内容とし、日本語の習得
に効果的な学習環境を確保し、日本
語の習得に効果を上げている。
・教室への参加を機に外国人市民が
上越国際交流協会が実施する講座
や催し等に参加し、自国の文化を紹
介するなど、日本人市民との交流の
機会を提供している。

- 有 ・外国人市民が日本語を効果的に習
得できるような学習環境を確保する
とともに、日本人市民との交流の場
を提供する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行う。
水曜・金曜（9：30～11：00）、木曜
（17：30～19：00）、土曜（10：00～11：
30）

共生ま
ちづくり
課

11 ユニバーサルデザイン
に配慮した広報紙づく
りに取り組みます。

・通常より文字を大き
く、行間を広くした特集
記事の作成（年2回以
上）

- 有 ・内容が伝わるようユニバーサルデ
ザインやメリハリのある紙面編集を
行い、年代を問わず、より多くの市民
に広報紙が読まれるようにする。

・広報上越の特集記事を年2回、ユ
ニバーサルデザインの視点で作成
する。

・広報上越の特集記事を年3回、ユニ
バーサルデザインの視点で作成し
た。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・広報上越の特集記事を年4回（6月1
日号、7月1日号、8月1日号、2月1日
号）、ユニバーサルデザインの視点
で作成した。

- 有 ・内容が伝わるようユニバーサルデ
ザインやメリハリのある紙面編集を
行い、年代を問わず、より多くの市民
に広報紙が読まれるようにする。

・広報上越の特集記事を年2回、ユニ
バーサルデザインの視点で作成す
る。

広報対
話課

12 広報媒体に外国語翻
訳を付加し、外国人の
市政に対する理解を深
めます。

・市ホームページの翻
訳機能（英語、韓国
語、中国語（簡体、繁
体））
・市勢要覧の翻訳資料
発行（英語、韓国語、
中国語（簡体、繁体））

- 有 ・外国人も含め閲覧者に見やすく、
分かりやすい情報を提供できるよう
ホームページや資料の内容を掲載・
更新時に点検し、改善する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示している。

- 有 ・外国人も含め閲覧者に見やすく、
分かりやすい情報を提供できるよう
ホームページや資料の内容を掲載・
更新時に点検し、改善する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。

広報対
話課

7 子どもの虐待、いじ
め、差別、その他子ど
もの権利の侵害の予
防・早期救済を図ると
ともに、連絡・相談体
制の充実を図ります。

・子どもの虐待、いじ
め、差別、その他子ど
もの権利の侵害の予
防・対応（訪問や相
談、研修会や会議等の
開催、育児等のアドバ
イス、情報交換や交
流）
・要保護児童対策地域
協議会の運営
・いじめ問題対策連絡
協議会等の運営

A：目標達成（100％）- - 有 ・子どもの虐待予防の推進につい
て、関係機関と連携するとともに、児
童虐待のサインである子どもの気に
なる様子を見逃さず、保護者等の育
児不安の解消等、必要な支援を早
期に実施することにより、児童虐待
の発生予防に努める。
・子どもの権利について、子ども自身
と市民が正しい知識を持ち、権利を
尊重する意識と行動を身につける。
・虐待、いじめ、差別などから子ども
の権利が侵害されないよう、教職員
の研修を充実し、資質を高める。
・いじめ問題対策連絡協議会等の開
催により、関係団体との情報交換や
連携を図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら学校を支援し、早期解決
する。

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回要保護児童対策地域協議
会代表者会議及び隔月で実務者会
議を開催するとともに、必要に応じて
個別ケース検討会議を開くなど、関
係機関等と連携し、また、社会福祉
士及び家庭相談員等による相談体
制を整え支援にあたる。
・児童虐待防止推進月間に合わせ
町内会へのチラシの配布、広報上越
やFM-Jで虐待に関する相談窓口の
周知を行う。
・町内会や保護者会、民生委員・児
童委員等を対象に、「子どもの虐待
予防出前講座」等を実施し、児童虐
待の未然防止、早期発見に向けた
周知啓発を図る。
・市内小・中学校、保育園の職員を
対象に児童虐待の早期発見・対応に
ついて研修会を開催する。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立全
小中学校の授業に取り入れて実施
する。
・市内全小学校に定期的にカウンセ
ラーを派遣し、子ども・保護者・教職
員の相談体制を整える。
・年1回、市内全小中学校の主に管
理職に対し、虐待の通告にかかわる
研修会(悉皆）を開催し、教職員の資
質の向上を図る。
・いじめ問題対策連絡協議会を年2
回開催し、関係団体との情報交換を
行い、各関係団体がいじめの未然防
止にかかわる取組について連携を図
る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら、スクールソーシャルワー
カーやカウンセラー、担当指導主事
を派遣するなどして学校を支援し、問
題の早期解決に努める。

・要保護児童対策地域協議代表者
会議開催し、隔月で実務者会議開
催。
・社会福祉士及び家庭相談員等によ
る相談体制を整えた上で、個別ケー
ス検討会議を関係機関と連携し開催
している。
・町内会へのポスターの配付、広報
上越や市ホームページで虐待に関
する相談窓口の周知を行っている。
・市内小・中学校、保育園職員、民生
委員を対象に児童虐待の早期発
見、対応について研修会を開催する
ことで、職員からの相談が増えてい
る。
・子どもの権利学習テキスト「えが
お」を使用し、上越市立のすべての
小中学校において子どもの権利につ
いて学習を継続して実施している。ま
た、保健事業や講座等の機会を捉
え、「子どもの権利」に対する意識と
知識を高めるため、チラシによる周
知を行っている。
・いじめ問題対策連絡協議会を5月
に開催し、関係団体との情報交換を
行い、各関係団体がいじめの未然防
止にかかわる計画やその取組内容
について協議し、連携を図った。
・市内全小中学校の管理職に対し、
虐待の通告に関する研修会（悉皆）
を実施することで、虐待の早期発
見、適切な対応について理解を深め
ることができている。
・平成30年度7月末現在、学校から
JASTへの相談件数は小学校116
件、中学校91件、適応相談室の通室
人数16人（述べ68回）であった。
・ＪＡＳＴに相談することにより、問題
のアセスメントを適切に行い、関係機
関との連携がスムーズになることで
適切に対処している。

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター

こども
課

学校教
育課

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回要保護児童対策地域協議
会代表者会議及び隔月で実務者会
議を開催するとともに、必要に応じて
個別ケース会議を開くなど、関係機
関等と連携し、また、社会福祉士及
び家庭相談員等による相談体制を
整え支援にあたる。
・児童発達支援専門員、相談支援員
を配置し、教育委員会との連携の充
実を図る。
・市内全小中学校を訪問し、事件教
育など子どもの権利を守るための教
育の推進について指導する。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立全
小中学校の授業に取り入れて実施
する。
・市内全小学校に定期的にカウンセ
ラーを派遣し、子ども・保護者・教職
員の相談体制を整える。
・年1回、市内全小中学校の主に管
理職に対し、虐待の通告にかかわる
研修会(悉皆）を開催し、教職員の資
質の向上を図る。
・いじめ問題対策連絡協議会を年2
回開催し、関係団体との情報交換を
行い、各関係団体がいじめの未然防
止にかかわる取組について連携す
る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら、スクールソーシャルワー
カーやカウンセラー、担当指導主事
を派遣するなどして学校を支援し、
問題の早期解決に努める。

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回要保護児童対策地域協議
会代表者会議及び隔月で実務者会
議を開催するとともに、必要に応じて
個別ケース検討会議を開くなど、関
係機関等と連携し、また、社会福祉
士及び家庭相談員等による相談体
制を整え支援にあたった。
・児童虐待防止推進月間に合わせ
町内会へのチラシの配布、広報上越
やFM-Jで虐待に関する相談窓口の
周知を行った。
・市内小・中学校、保育園の職員を
対象に児童虐待の早期発見・対応に
ついて研修会を開催した。（１回開
催）
・市内全小中学校を訪問し、子ども
の権利を守るための教育の推進に
ついて指導した。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立全
小中学校の授業に取り入れて実施し
た。
・市内全小学校に定期的にカウンセ
ラーを派遣し、子ども・保護者・教職
員の相談体制を整えた。
・年1回、市内全小中学校の主に管
理職に対し、虐待の通告にかかわる
研修会(悉皆）を開催し、教職員の資
質の向上を図った。（１回開催）
・いじめ問題対策連絡協議会を年2
回開催し、関係団体との情報交換を
行い、各関係団体がいじめの未然防
止にかかわる取組について連携し
た。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら、スクールソーシャルワー
カーやカウンセラー、担当指導主事
を派遣するなど学校を支援し、問題
の早期解決に努めた。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

有 ・子どもの虐待予防の推進につい
て、関係機関と連携し、児童虐待の
サインである子どもの気になる様子
を見逃さず、敏感にとらえ、保護者
等の育児不安の解消等、必要な支
援を早期に実施することにより、児
童虐待の発生予防に努める。
・子どもの権利について、子ども自身
と市民が正しい知識を持ち、権利を
尊重する意識と行動を身につける。
・虐待、いじめ、差別などから子ども
の権利が侵害されないよう、教職員
の研修を充実し、資質を高める。
・いじめ問題対策連絡協議会等の開
催により、関係団体との情報交換や
連携を図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら学校を支援し、早期解決
する。
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

2
　
誰
も
が
学
べ
る
ま
ち
づ
く
り

(1)児童・生徒の
ニーズに応じた
支援を推進する
とともに、市民
の生涯を通じた
多様な学習・ス
ポーツ機会の
拡充を推進しま
す。

①自立・
共生を目
指す学校
教育環境
の充実

14 家庭の経済的負担を
軽減するため、入園・
保育や就学にかかる
費用を補助します。

・幼稚園児：入園料・保
育料の補助
・児童生徒：学用品の
購入費、給食費等の援
助

見直
し

有 ・幼稚園児：対象となる園児の保護
者に対し、入園料・保育料の一部又
は全部を、補助又は減額することに
より経済的負担を軽減する。
・児童生徒：対象となる保護者に対
し、学用品費や給食費の一部又は
全部を援助することにより経済的負
担を軽減する。

・幼稚園児：入園料、保育料の補
助、減免
  来年度在籍園児見込み数：75名
（うち、多子軽減・所得基準に基づき
保育料を減免する）
・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助
※新入学の児童生徒については、
物品の費用を入学前に支給する。
　小学校：1,141人　95,464千円
　中学校：　713人　87,258千円

・幼稚園児：入園料、保育料の補助、
減免
  来年度在籍園児見込み数：75名（う
ち、多子軽減・所得基準に基づき保
育料を減免する）
・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助
※新入学の児童生徒については、物
品の費用を入学前に支給
　小学校：1,158人　92,859千円
　中学校：　673人　84,529千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を実施するとともに、新
入学の児童生徒については入学前
に支給するよう準備を進めており、保
護者の経済的負担の軽減することで
就学環境を整えている。
・幼稚園児：対象となる世帯（多子軽
減及び所得基準により判定）につい
て、保育料の減免を行い、保護者の
経済的負担を軽減することで、保育
環境を整えている。

- 有 ・児童生徒：対象となる保護者1,781
人（平成31年度認定見込者数）に対
し、学用品費や給食費の一部又は
全部を援助することにより経済的負
担を軽減する。
・幼稚園児：対象となる園児26人（平
成31年度減免対象見込み者数）に
対して保育料の一部または全部を
減免することで、世帯の経済的負担
を軽減する。また、10月以降は国の
方針に基づき、全ての園児（55人見
込み）の保育料を全額無償化するこ
とで、世帯の経済的負担を軽減する
ことで、子育て支援の充実を図る。

・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給する。
　小学校：1,095人　　84,967千円
　中学校：　686人　　80,615千円
・幼稚園児
　4月から9月まで：対象となる保護者
26名（平成31年度保育料減免者数
の見込み）に対し、保育料の減免を
行うことで、経済的負担を軽減する。
（減免額見込み：726,072円）
　10月以降：国の方針に基づき、全
ての園児の保育料を無償化する予
定。（55名2,640,000円を無償化）

学校教
育課

②市民の
多様な学
習・スポー
ツ機会の
充実

16 自主的な学習活動の
高まりや、まちづくり活
動を支援するため、公
民館において各種講
座を開催します。

・5つの事業の柱である
「学びのきっかけづく
り」「未来を支える人づ
くり」「育ち合い、支え
合う家庭環境づくり」
「地域・現代課題に対
応した地域づくり」「行
動する人への支援」を
踏まえた公民館事業
の開催（各年齢期にお
ける公民館事業の開
催）

- 有 ・すべての地区公民館で、各年齢期
における事業を開催することにより、
生涯を通じて学べる機会の充実を図
る。

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　該当事業：128事業

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施した。
　該当事業：129事業

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・公民館主事が公民館運営委員や
地域の各種団体等と連携を図り、各
年齢期や各地域のニーズ把握に努
めて公民館事業を企画、実施してい
る。

- 有 ・すべての地区公民館で、各年齢期
における事業を開催することにより、
生涯を通じて学べる機会の充実を図
る。

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　当該事業：109事業

社会教
育課

17 視覚に障害のある人な
ど、活字による読書が
困難な市民に対し読書
環境の整備を図りま
す。

・録音図書（カセット、
デイジー図書）や点字
図書の作製と貸出
・対面朗読サービス

- 有 ・活字による読書が困難な方のため
に、録音図書や点字図書などの専
用資料を整備し提供することで、広く
図書館サービスの利用促進を図る。
目標：録音図書や点字図書等の年
間貸出タイトル数700タイトル。

・ボランティア団体と協力し、録音図
書を年間50本程度新規作製すること
で、蔵書の充実を図る。
・サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図る。

・ボランティア団体と協力し、録音図
書を年間50本程度を目標に新規作
製した。
・チラシや試聴体験会などにより、
サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図った。
・年間貸出560タイトル

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・ボランティア団体との協力により、
新規作成は順調に行われている。
・貸出数は、高齢の利用者の利用数
が減少しているが、ほぼ目標を達成
できる見込みである。
・来年度の目標についても、現状に
合わせて調整する。

- 有 ・活字による読書が困難な方のため
に、録音図書や点字図書などの専
用資料を整備し提供することで、広く
図書館サービスの利用促進を図る。
目標：録音図書や点字図書等の年
間貸出タイトル数560タイトル。

・ボランティア団体と協力し、録音図
書を年間50本程度新規作製すること
で、蔵書の充実を図る。
・サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図る。

社会教
育課
（図書
館）

18 子どもから高齢者等、
すべての人がライフス
テージに応じたスポー
ツ活動に参加できるよ
う、スポーツ機会の充
実を図るなど、スポー
ツ環境を整備します。

・市広報等への情報提
供
・総合型地域スポーツ
クラブ等への支援
・各種講習会等へのス
ポーツ推進委員の派
遣
・障害者のスポーツ活
動の場の確保及び活
動支援

- 有 ・スポーツ活動に参加できるよう、各
種スポーツイベントを市広報等で情
報提供を行う。
・総合型地域スポーツクラブ等の活
動が円滑に行われるよう支援を行
う。
・各種講習会等へスポーツ推進委員
を派遣し、スポーツ機会の充実を図
る。
・障害のある人のスポーツ活動の場
の環境整備に協力する。

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供する。
・総合型地域スポーツクラブ（以下
「総合型ＳＣ」）を対象に、総合型ＳＣ
連絡協議会と協議し、各総合型ＳＣ
の要望に沿えるような内容の研修会
を開催する。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣する。
・障害のある人のスポーツ活動の場
の環境整備に協力する。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・各スポーツ教室、大会に参加する
ための情報を幅広く周知することが
できた。
・総合型地域スポーツクラブのほか、
学校関係者や地域のスポーツ団体
から出席いただき、議論を深めること
ができた。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣することで、獲得し
たスキルを活かし、地域でよりよい活
動をすることができた。
・障害のある人のスポーツ活動の場
を整えるため、駐車場の整備等の環
境整備に取り組んだ。
・パラスポーツを普及し、根付いてい
くための環境の整備を進めた。

- 有 ・スポーツ活動に参加できるよう、各
種スポーツイベントを市広報等で情
報提供を行う。
・総合型地域スポーツクラブ等の活
動が円滑に行われるよう支援を行
う。
・各種講習会等へスポーツ推進委員
を派遣し、スポーツ機会の充実を図
る。
・障害者スポーツ団体や総合型地域
スポーツクラブを始めとした、様々な
団体と連携を図り、幅広い年代層に
様々な障害者スポーツや生涯ス
ポーツの理解と促進を図る。

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供する。
・総合型地域スポーツクラブ（以下
「総合型ＳＣ」）を対象に、上越市総
合型地域スポーツクラブネットワーク
「上越ＳＣネット」と協議し、各総合型
ＳＣの要望に沿えるような内容の研
修会を開催する。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣する。
・障害者スポーツ団体や総合型ＳＣ、
スポーツ推進委員などが行う行事等
への相互参加の働きかけ及び支援
を行う。

スポー
ツ推進
課

福祉課

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供を行ってい
る。
・上越市総合型地域スポーツクラブ
ネットワーク「上越ＳＣネット」と協議
し、「総合型地域スポーツクラブの取
組による地域貢献」と「総合型地域ス
ポーツクラブと競技団体や学校との
関わり」をテーマにした研修会を開催
した。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣している。
　派遣実績：195回
　参加人数：13,608人
・障害のある人のスポーツ活動の場
を整えるため、総合体育館駐車場を
整備した。
・パラスポーツ「ボッチャ」体験会を開
催した。

有 ・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を行
う。
・給付型奨学金については、国や
県、他市の動向を確実にとらえ、当
市として必要な支援の在り方を引き
続き検討する。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付けを行うた
め、制度の周知を徹底し、奨学生の
募集を行う。
○周知及び募集回数：3回（予約募
集、在学募集、追加募集）
○募集方法：広報上越や市ホーム
ページを活用するとともに、市内の中
学校、高等学校、採用実績の多い大
学等へ案内を送付する。
○募集人数：20人程度
・給付型奨学金については、国が2年
後の拡充を決定していることから、国
の具体的な動向や、国の拡充に伴う
県や他市の動きを把握し、当市とし
て必要な支援の在り方を検討する。

-・奨学金を必要とする人にとって、よ
り利用しやすい制度となるよう、見直
しを行い、見直し後の内容で平成30
年度の募集を行った結果、新たに8
名（予約募集1名、在学募集7名）に
貸付けを行うことができた。
また、制度の周知については、予約
募集、在学募集、追加募集の3回を
実施し、市ホームページや広報上越
を活用し幅広く周知することができ
た。

学校教
育課

・就学アドバイザーによる就学相談
により、就学がスムーズにできるよう
にする。
・巡回相談員による学校訪問によ
り、特別な支援が必要な児童生徒の
支援方策について共通理解し、学校
体制を整え、自校で対応できる学校
を増やす。
・教育補助員などの配置による特別
な支援が必要な児童生徒の学習や
学校生活の支援を充実させ、安心し
て学校生活が送れるようにする。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築を行う。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・就学アドバイザー（2人）が園訪問に
よる就学相談を行い、保幼小のつな
ぎをスムーズに対応している。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で、多く
の学校で校内の特別支援教育体制
の構築を図っている。
・教育補助員などを配置することで、
特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行うことがで
き、校内の支援体制を充実させるこ
とができているがが、人員不足の学
校もある。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行ってい
る。

・見直し後の制度周知を徹底して行
うとともに、幅広く奨学生の募集を行
う。（広報上越、市ホームページ、市
内の中学・高校の他、関係する学校
等への募集要項の配置等で制度・
募集の周知を図る。）
・全体募集人数 20人

・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を行
う。
・真に奨学金を必要としている人に
とって、より利用しやすい制度となる
よう、下記のとおり拡充する。
【成績基準】大学1年生等のうち、市
民税所得割非課税世帯の人などに
ついて、成績基準を撤廃する。
【所得基準】所得要件を緩和し、扶養
状況を考慮する。
【貸付金額】大学生等40千円まで引
き上げる。
【募集時期】年度前の予約募集の導
入。
【入学準備金】大学生等について、
予約募集採用者の内、希望する奨
学生を対象に、入学準備金を新設す
る。
【返還期間】貸付期間の3倍の年数
以内まで拡充する。
【給付型奨学金】国及び県制度の動
向を踏まえ、市として必要なあり方を
検討する。

・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を
行った。
・真に奨学金を必要としている人に
とって、より利用しやすい制度となる
よう、下記のとおり拡充した。
【成績基準】大学1年生等のうち、市
民税所得割非課税世帯の人などに
ついて、成績基準を撤廃
【所得基準】所得要件を緩和し、扶養
状況を考慮
【貸付金額】大学生等40千円まで引
き上げ
【募集時期】年度前の予約募集の導
入
【入学準備金】大学生等について、予
約募集採用者の内、希望する奨学
生を対象に、入学準備金を新設
【返還期間】貸付期間の3倍の年数
以内まで拡充
【給付型奨学金】国及び県制度の動
向を踏まえ、市として必要なあり方を
検討

A：計画どおりすべて実
施（100％）

13 特別な支援を必要とす
る児童生徒にきめ細か
い教育を実施するとと
もに、就学の場や内容
について支援、助言を
行います。

-・就学アドバイザーに
よる就学相談
・巡回相談員による学
校訪問
・教育補助員などの配
置による特別な支援が
必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援
・障害の特性に応じた
合理的配慮のための
インクルｰシブ教育シ
ステムの構築

・就学アドバイザーによる就学相談を
実施し、保幼小のつなぎをスムーズ
にする。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の構築を図る。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員などを増員・配置する。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行う。

誰
も
が
個
々
の
力
を
発
揮
で
き
る
よ
う
学
べ
る
ま
ち

、
生
涯
を
通
じ
て
学
べ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す

。

拡充

- 有 ・就学アドバイザーによる就学相談
により、就学がスムーズにできるよう
にする。
・巡回相談員による学校訪問によ
り、特別な支援が必要な児童生徒の
支援方策について共通理解し、学校
体制を整え、自校で対応できる学校
を増やす。
・教育補助員などの配置による特別
な支援が必要な児童生徒の学習や
学校生活の支援を充実させ、安心し
て学校生活が送れるようにする。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築を行う。

有

有

・就学アドバイザー（2人）による就学
相談を実施し、保幼小のつなぎをス
ムーズにする。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の構築を図
る。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員などを配置する。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行う。

・就学アドバイザー（2人）による就学
相談を実施し、保幼小のつなぎをス
ムーズに行えるようにした。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の構築を図っ
た。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員などを配置した。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行った。

学校教
育課

15 高校、大学進学者の家
庭の経済的負担を軽
減するため、奨学金の
貸付を行います。

・奨学金の貸付 B：目標はほぼ達成
（80％以上）
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(1)誰もが生き
がいをもって自
分らしく暮らせ
るよう、雇用機
会の確保と職
業能力の向上
を図ります。

①雇用機
会の創出

19 市内企業等への就労
を支援し、雇用の安定
につながる施策を推進
します。

・関係機関等と連携
し、市内企業の見学や
就職ガイダンス等の開
催
・雇用情報交換会にお
ける施策の検討
・インターンシップの促
進
・若手社員の早期離職
を防止するためのセミ
ナーの開催

- 有 ・関係機関等と連携し、市内企業の
見学や就職ガイダンス等の開催およ
び就職試験の旅費補助を行い市内
企業等への就労を支援する。
・インターンシップ登録事業所を110
とする。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナーを開催し、地元企業へ
の定着を支援する。

・大学等の市内企業の見学2回
・就職ガイダンス等の開催
・就職促進家賃補助金23件
・新規学校卒業者就職試験支援補
助金7件
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員3回、中堅社
員2回、管理職2回）を開催し、参加
人数延べ240人を想定

・大学等の市内企業の見学会2回。
・就職ガイダンス等の開催。
・就職促進家賃補助金36件。
・新規学校卒業者就職試験支援補
助金2件。
・市内外の学校や市内事業所の訪
問によるインターンシップ登録事業所
の増（113事業所）。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員3回、中堅社
員2回、管理職2回）を開催し、参加
人数延べ208人。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・関係機関と連携した、大学等の市
内企業の見学会や就職ガイダンス等
を計画どおり実施。
・就職促進家賃補助や新規学校卒
業者就職試験支援補助等の実施に
より、市内企業等への就職への支援
となると見込まれる。
・インターンシップ登録事業所につい
ては、1月末現在113事業所。
・新入社員やその指導者や管理職を
対象としたセミナーを開催した結果、
参加者へのアンケートでは9割以上
の満足度となっており、市内企業が
若手社員の早期離職を防止するた
めの支援につながっていると評価す
る。

- 有 ・関係機関等と連携し、市内企業の
見学会や就職ガイダンス等の開催
及び就職促進家賃補助を行い市内
企業等への就労を支援する。
・インターンシップ登録事業所におけ
る受入人数を増加する。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナーを開催し、地元企業へ
の定着を支援する。

・大学等の市内企業の見学2回
・就職ガイダンス等の開催
・就職促進家賃補助金の交付
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員3回、中堅社
員2回）を開催し、参加人数延べ180
人を想定
・インターンシップ受入促進事業助成
金の交付
・移住・就業支援金の交付

産業振
興課

20 障害のある人の雇用
環境を向上させるた
め、事業者への意識啓
発や雇用促進につな
がる施策を推進しま
す。

・関係機関と連携し障
害者合同就職面接会
の開催
・障害者雇用啓発チラ
シの配布
・障害者多数雇用事業
者の優遇措置の実施

- 有 ・関係機関と連携し障害者合同就職
面接会等を開催し、雇用促進を図
る。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施し、雇用促進と就労の安定
を図る。
・障害者の法定雇用率2.2％以上

・障害者合同就職面接会や障害者
がはたらく職場見学会等（5回）を開
催
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施

・障害者合同就職面接会を開催（2回
開催）。
・雇用啓発チラシの配布。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施。
（参考）Ｈ29.6.1現在のハローワーク
上越管内の障害者雇用率2.03％

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・計画どおり取組を実施。
・障害者合同面接会の開催や、障害
者多数雇用事業者の優遇措置制度
により、障害者の雇用が促進される
と評価する。
・30年度のハローワーク上越管内に
おける障害者雇用率は、近年、障害
者雇用者数は増加傾向にあることか
ら、目標はほぼ達成される見込み。

- 有 ・関係機関と連携し障害者合同就職
面接会を開催し、雇用促進を図る。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施し、雇用促進と就労の安定
を図る。
・障害者の法定雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会（2回）を開
催
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施

産業振
興課

21 障害のある人の雇用
の機会を創出するた
め、既存の業種にとら
われず多様な業種連
携により、新たな分野
の開拓に努めます。

・ハローワークや就業・
生活支援センターとの
連携を図り雇用の促進
を図る。
・農福連携障害者就労
支援コーディネート事
業の実施

- 有 ・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り、雇用の促進を図
る。
・過去2か年のモデル事業の成果を
踏まえ、農業分野での就労機会の
拡大を図るため、受託農作業や新規
受入農家の開拓を行う。
・農業実習体験により障害者の就農
や就労意欲の向上につなげる。

・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り雇用の促進を図
る。
上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注するとともに、農業・福祉の双方
の意識や知識を高めるための研修
会を実施する。（2回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り雇用の促進を図るこ
とができた。
・上越ワーキングネットワークに農作業
受託の拡大に向けた委託業務を発注
し、12月末時点で受託農作業は43件、
受入農業者は19農業者と障害者の就
労機会が拡大し、また、農業者の障害
に対する理解が広がっている。

- 有 ・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り、雇用の促進を図
る。
・これまでの農福連携事業の成果を
踏まえ、農業分野での就労機会の
拡大を図るため、受託農作業や新規
受入農家の開拓を行う。
・農業実習体験により障害者の就農
や就労意欲の向上につなげる。

・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り雇用の促進を図
る。
・上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注し、農作業受託の窓口として、
継続の農作業を受託するとともに新
規の受入農家を開拓する。また、農
業・福祉の双方の意識や知識を高め
るための研修会を実施する。（2回）
・農福連携の新たな取組みとして6次
産業化に向けたモデル事業の検討
を進める。

福祉課

22 就職を希望する障害の
ある人が一般就労でき
るよう就労や雇用の相
談、職場開拓や職場定
着の支援を行います。

・就業・生活支援セン
ターにおける相談支援
・ジョブサポーターを設
置しての就労支援

- 有 ・就労につながらず在宅で暮らして
いる障害のある人への就労支援を
強化するため、就業・生活支援セン
ターにジョブサポーターを配置し、訪
問活動や就労後の定着支援に重点
を置いた取組を実施する。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置する委託業務を発注
し、訪問活動や就労後の定着支援
に重点を置いた取組を実施する。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置する委託業務を発注
し、訪問活動や就労後の定着支援に
重点を置いた取組を実施した。
・一般就労した人　10人（12月末時
点）
・支援状況（12月末時点）
　①企業関係機関支援 　 200件
　②本人・家族支援　　 　 372件
　③実習等支援  　　　　　　69件
　④定着支援　　　　　　　 202件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、在宅の障害のあ
る人の就労に向け、訪問活動や相談
等による支援のほか、実習及び就労
先となる企業の開拓、就労後の職場
の定着のための支援を実施し、就労
支援体制の強化を図った。

- 有 ・就労につながらず在宅で暮らして
いる障害のある人への就労支援を
強化するため、就業・生活支援セン
ターにジョブサポーターを配置し、訪
問活動や就労後の定着支援に重点
を置いた取組を実施する。

・在宅の障害のある人を就労に繋げ
るため、就業・生活支援センターに
ジョブサポーターを配置し、①障害の
ある人への訪問活動や相談等によ
る支援、②実習及び就労先となる企
業の開拓、③実習による支援、④就
労後の職場定着のための支援等を
実施する。

福祉課

23 仕事と家庭生活の調
和や女性の活躍推進
を実現できる職場環境
の改善を進める施策を
推進します。

・ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業利子補給
補助金の実施
・周知チラシの配布、
企業訪問等での意識
啓発
・ワーク・ライフ・バラン
スの推進に向けたセミ
ナーの開催

- 有 ・ワーク・ライフ・バランス推進講座を
開催するほか広報誌や市のホーム
ページ及び事業所訪問等で情報提
供を行うことにより、事業者等に対す
る意識啓発に取り組み、職場環境の
改善につなげる。

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助（2件、112千
円）
・チラシの配布、企業訪問等での意
識啓発
・ワーク・ライフ・バランス推進講座を
開催し参加人数延べ65人を想定

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助（1件、56千
円）を見込む。
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企業
訪問等での意識啓発。
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーを開催し参加人数延べ
77人。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・計画どおり取組を実施。
・ＨＰ掲載やチラシ配布による情報提
供、企業訪問等における意識啓発に
より、事業所における職場環境の改
善につながると見込まれる。

- 有 ・ワーク・ライフ・バランス推進講座を
開催するほか広報誌や市のホーム
ページ及び事業所訪問等で情報提
供を行うことにより、事業者等に対す
る意識啓発に取り組み、職場環境の
改善につなげる。

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助（1件、56千
円）
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企業
訪問等での意識啓発
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーを3回開催し参加人数
延べ65人を想定

産業振
興課

・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り雇用の促進を図っ
た。
　就業・生活支援センターの新規就
労者
　（73人（12月末現在）（うち農業分野
に
　就労　1人）
・上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注するとともに、農業・福祉の双方
の意識や知識を高めるための研修
会を実施。（2回）
　：福祉事業所の農福連携に関して
のス
　キルアップを図る研修会（11/6）
　：農業者向けに農福連携に関する
理解
　を深める講習会を予定（2/26）
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

②職業能
力や人材
の育成

24 ひとり親家庭の就労支
援を行います。

・母子・父子自立支援
員による就労支援や資
格取得のための費用
などを助成

見直
し

有 ・安定した就労につながる支援を実
施し、ひとり親家庭の生活の安定と
経済的自立を図る。

・母子・父子自立支援員（名称改正）
による就労支援の実施
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
・対象者への制度案内…年4回

・母子・父子自立支援員による就労
支援の実施。
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）。
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布…3回
・広報上越での周知…1回（8月）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ひとり親家庭への情報提供や相談
を通じて、職業能力の向上や求職活
動を支援することにより、生活の安
定と経済的自立につながっている。

- 有 ・安定した就労につながる支援を実
施し、ひとり親家庭の生活の安定と
経済的自立を図る。

・母子・父子自立支援員による就労
支援の実施
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシ配布及び広報での
周知…年4回予定

こども
課

25 障害の就労機会の拡
充を図るための施策を
推進します。

・障害者資格取得支援
補助金の交付

- 有 ・障害者の就労機会の拡充を図る。
・障害者の法定雇用率2.2％以上

・障害者資格取得支援補助
　障害者手帳保持者または特別支
援学校高等部在学生の就職機会の
拡充のため、資格試験等の受験料
及び市外受験会場までの旅費の全
部または一部を補助する。

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）。
・障害者資格取得支援補助（14件）。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害者資格取得支援補助金や、障
害者合同就職面接会の開催により、
障害者の就労機会の拡充が図られ
ると評価する。
・30年度のハローワーク上越管内に
おける障害者雇用率は、近年、障害
者雇用者数は増加傾向にあることか
ら、目標はほぼ達成される見込み。

- 有 ・障害のある人の就労機会の拡充を
図る。
・障害者の法定雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）
・障害者資格取得支援補助

産業振
興課

・各講座参加者の満足度・理解度が
いずれも70～80％となっており、市
民への意識の浸透が図られている。
・女性サポートセンター事業として、
女性の再就職支援セミナーやハラス
メントに関するセミナーなどを開催
し、女性労働者の福祉の増進と地位
の向上に寄与した。
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設により、職業選択などの相談を
受けアドバイスを行うことで、女性の
就労やキャリアアップに向けた支援
につながる見込み。

共生ま
ちづくり
課
（男女
共同参
画推進
セン
ター）

産業振
興課

・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲示・
提供を通じて、市民へ意識の浸透を
図る。
・女性労働者の福祉の増進と地位の
向上に資する講座の開催及び相談
窓口の開設。

・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催
（男女共同参画推進に関する意義
や、基本的知識などに関するセン
ター講座を全体で11講座以上、出前
講座を全体で20講座以上開催す
る。）
・関係団体が開催する各種研修会等
の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等へ
の提供
・女性サポートセンター事業の開催
3講座
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）

・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催。
（センター講座全12講座のうち、女性
の能力発揮支援に関係する講座：3
講座、出前講座全18講座のうち、女
性の能力発揮支援に関係する講座：
1講座）
・関係団体が開催する各種研修会等
の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等への
提供。
・女性サポートセンター事業の開催
4講座。
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） - 有 ・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲示・
提供を通じて、市民へ意識の浸透を
図る。
・女性労働者の福祉の増進と地位の
向上に資する事業の実施及び相談
窓口の開設。

・センター講座及び出前講座におい
て、女性の能力発揮支援に関係する
講座を各1回以上開催する。
・関係団体が開催する各種研修会等
の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等への
提供
・女性サポートセンター事業の開催
3講座
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）

拡充26 あらゆる場面で女性の
能力が発揮できるよう
支援を行います。

・スキルアップを目的と
して認定職業訓練機関
が開催する各種講習
会の情報提供
・女性サポートセンター
事業
・女性の再就職の支援
・関係団体が開催する
各種研修会等の情報
の男女共同参画推進
センターへの掲示、登
録女性団体等への提
供

有
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(1)誰もが健康
な生活を送るた
めの健診の推
進や保健指導
の充実を図りま
す。

①健診・
保健指導
等の推進

27 安心して妊娠・出産を
迎える支援をするとと
もに、乳幼児の健やか
な成長発達を目指し、
妊婦や乳幼児の健康
診査や訪問指導などを
行います。

・妊婦一般健康診査費
公費負担
・乳幼児健康診査
・妊婦、産婦、新生児
への訪問指導
・低出生体重児等への
訪問指導

- 有 ・すべての妊婦が適切な時期に妊婦
一般健康診査を受診するよう促す。
・各乳幼児健康診査の平均受診率
90.0％以上を維持する。
・産婦及び新生児訪問を全数実施す
る。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続する。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行う。
・妊産婦・新生児訪問・こんにちは赤
ちゃん訪問および低出生体重児等
への訪問指導を実施する。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行った。
　平均受診率　96.5％
・妊産婦・新生児訪問・こんにちは赤
ちゃん訪問および低出生体重児等へ
の訪問指導を実施。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・妊婦一般健康診査費公費負担を継
続し、適切な時期に受診するよう妊
婦への周知を行っている。
・乳幼児健康診査受診率は目標を達
成する見込みである。未受診者に対
しては、はがきや電話等による受診
勧奨を行っている。
・産婦・新生児訪問については、長期
入院や里帰り等の理由により訪問で
きない家庭以外は助産師・保健師に
よる訪問を実施している。

- 有 ・すべての妊婦が適切な時期に妊婦
一般健康診査を受診するよう促す。
・各乳幼児健康診査の平均受診率
90.0％以上を維持する。
・産婦及び新生児訪問を全数実施す
る。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続する。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行う。
・妊産婦・新生児訪問・こんにちは赤
ちゃん訪問および低出生体重児等へ
の訪問指導を実施する。

健康づ
くり推進
課

28 乳幼児や小学生など
の感染症予防のため、
予防接種を行います。

・各種予防接種の実施 - 有 乳幼児、小学生等を対象に予防接
種を実施し、平均予防接種率90％以
上を確保する。

・乳幼児、小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診での説明
等を通じ、引き続き接種勧奨に努め
る。

・乳幼児、小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診での説明
等を通じ、引き続き接種勧奨に努め
た。（接種率85.21％）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園や幼稚園等でのポス
ター掲示による勧奨を行い接種につ
ながっているが、引き続き周知を続
けていく。

- 有 乳幼児、小学生等を対象に予防接
種を実施し、平均予防接種率90％以
上を確保する。

乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園・幼稚園でのポスター
掲示により、引き続き接種勧奨に努
める。

健康づ
くり推進
課

29 幼児期における歯質
の向上を図るため、歯
科健診や歯の衛生に
関する相談、周知、啓
発に取り組みます。

・歯科医師の診察、相
談
・ブラッシング指導
・歯の衛生に関する周
知、啓発
・フッ化物歯面塗布
（フッ素塗布）

- 有 ・生活リズムを基盤とした体づくりと、
咀嚼や嚥下等の口腔機能を獲得す
るための食生活の実践
・保護者による適切なブラッシングの
実践
・3歳児のむし歯有病率を10%にす
る。
・5歳児のむし歯有病率を30%にす
る。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を行
う。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を
実施。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を
行った。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を実
施。
（3歳児のむし歯有病率：7.4％）
（5歳児のむし歯有病率：30.3％）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・1歳児健診から3歳児健診まで半年
ごとの歯科健診及び相談、歯科健康
教育、フッ化物歯面塗布（希望者）を
実施している。
・1歳児と2歳6か月児健診では集団
のブラッシング指導、その他の健診
では個別のブラッシング指導を実施
している。

- 有 ・生活リズムを基盤とした体づくりと、
咀嚼や嚥下等の口腔機能を獲得す
るための食生活の実践を推進する。
・保護者による適切なブラッシングの
実践
・3歳児のむし歯有病率を10%にす
る。
・5歳児のむし歯有病率を30%にす
る。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を行
う。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を実
施。

健康づ
くり推進
課

学校教
育課

30 乳幼児の基礎的な食
習慣や生活リズムの
確立のための学習機
会を設けます。

・生活習慣の確認
・子どもの発育、発達
についての講話、相談
・バランス食の学習

- 有 ・乳幼児期の生活習慣の確立のた
め、健康学習を実施する。（年200回
以上）

・乳幼児健診・離乳食相談会・保育
園における健康学習を実施する。

・乳幼児健診・離乳食相談会・保育
園における健康学習を実施。
　実施回数：年間389回

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・乳幼児健診や離乳食相談会、保育
園において生活習慣の確立のため
の健康学習を実施している。

- 有 ・乳幼児期の生活習慣の確立のた
め、健康学習を実施する。（年200回
以上）

・乳幼児健診・離乳食相談会・保育
園における健康学習を実施する。

健康づ
くり推進
課

31 障害のある人と付き添
いの家族を対象とし
た、安全・安心に受診
できる環境を整えた健
康診査を実施します。

・予約制の健康診査を
実施
・送迎、介助、車いす
による対応

- 有 ・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を年2回実施する。
受診者数見込120人。

・送迎、介助、車いすによる対応を行
う。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図る。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応する。

・送迎、介助、車いすによる対応を
行った。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図った。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応した。
・健康診査を年2回実施、受診者数
120人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を予定通り実施している。

- 有 ・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を年2回実施する。
　受診者数見込120人。

・送迎、介助、車いすによる対応を行
う。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図る。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応する。

健康づ
くり推進
課

32 後期高齢者の健康増
進や重症化予防等の
ために健康診査や各
種がん検診を実施しま
す。

・市が実施する健康診
査、胃がん検診、大腸
がん検診、肺がん検診
等の各種健診は、70
歳以上は無料。

拡充 有 ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を実施する。
　受診者数見込6,100人
・がんの早期発見、早期治療に結び
つけるため各種がん検診を実施す
る。
　受診者数見込
　 胃がん9,000人、肺がん18,500人、
大腸がん15,000人

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や各
種がん検診の受診を促していく。

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や各
種がん検診の受診を促した。
　後期高齢者検診：6,100人
　がん検診
　　胃がん9,000人、肺がん18,500
人、
　　大腸がん15,000人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を予定どおり実施している。また、
個別通知や町内会や老人会の健康
講座などを通じて受診勧奨を実施し
ている。

- 有 ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を実施する。
　受診者数見込：6,740人
・がんの早期発見、早期治療に結び
つけるため各種がん検診を実施す
る。
　受診者数見込
　 　胃がん7,605人、肺がん18,234
人、
　　 大腸がん14,827人

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や各
種がん検診の受診を促していく。

健康づ
くり推進
課

誰
も
が
生
涯
を
通
じ
て

、
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す

。
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(2)誰もが安心し
て適切な医療
が受けられるよ
う医療体制の充
実を図ります。

①地域医
療体制の
充実

33 平日夜間や休日など
における急患患者に対
して、応急的な診療を
行います。

・年間を通じた休日・夜
間診療所の開設

- 有 ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供す
る。
（診療所開設日数：365日）

・年間を通じて休日・夜間診療所を
開設し、時間外診療を提供。

・年間を通じて休日・夜間診療所を開
設し、時間外診療を提供。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・年間を通じて休日・夜間診療所を平
日夜間及び休日等に開設し、救急医
療体制の構築に向けて軽症患者に
対する初期救急医療を提供してい
る。
（診療所開設日数：365日）

- 有 ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供す
る。
（診療所開設日数：365日）

・年間を通じて休日・夜間診療所を開
設し、時間外診療を提供

健康づ
くり推進
課
（地域
医療推
進室）

34 中山間地やへき地に
おける地域住民の健
康を保持し、安心して
生活することができる
よう、診療所を開設・運
営します。

・各診療所の開設
常設診療所 7施設
出張診療所 1施設

- 有 ・各地域における医療不安の解消及
び地域住民が安心して健康で暮ら
せるよう支援する。
（診療所開設数：8施設）

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援。

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・診療所8施設を開設し、各地域にお
ける医療不安の解消及び地域住民
が安心して健康で暮らせるよう支援
している。

- 有 ・各地域における医療不安の解消及
び地域住民が安心して健康で暮ら
せるよう支援する。
（診療所開設数：8施設）

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援

健康づ
くり推進
課
（地域
医療推
進室）

35 市街地の医療機関へ
の通院支援を行うこと
により、医療不安の軽
減を図ります。

・中ノ俣地区及び吉川
区川谷地区における
通院支援のための車
両の定期運行

- 有 ・無医地区における医療不安を軽減
するため、通院支援のための車両を
継続して運行する。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

・無医地区における医療不安を軽減
するため、通院支援のための車両を
運行。

・無医地区における医療不安を軽減
するため、通院支援のための車両を
運行。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・無医地区における医療不安を軽減
するため、通院支援のための車両を
継続して運行している。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区川
谷・毎週月～金）

- 有 ・無医地区における医療不安を軽減
するため、通院支援のための車両を
継続して運行する。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

・無医地区における医療不安を軽減
するため、通院支援のための車両を
運行

健康づ
くり推進
課
（地域
医療推
進室）

(3)誰もが健や
かに安心して暮
らせるよう各種
支援を推進しま
す。

①高齢者
福祉の推
進

36 要援護高齢者などへ
積極的に訪問し、生活
情報を収集するととも
に、地域包括支援セン
ターの運営内容につい
て情報を発信します。

・訪問による実態把握
と情報発信
・地域包括支援セン
ター職員の研修会開
催

- 有 ・訪問による高齢者の生活の実態把
握を行い、高齢者支援等についての
情報提供を行うとともに、地域の高
齢者の実態と地域に存在する隠れ
た問題やニーズを把握する。
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催し、職員の資質向上とセン
ターの機能強化を図る。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集。
・地域包括支援センター職員の研修
会開催（年6回）。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集。
・地域包括支援センター職員の研修
会開催（年6回）。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・平成30.4月から地域包括支援セン
ターを保健師・社会福祉士・主任介
護支援専門員が揃ったⅠ型に再編
し、機能強化を図った。
・包括の再編に伴い、実態把握訪問
の実施については、優先順位を高く
し取り組んでいる。
・地域包括支援センター職員の研修
会を年間を通して企画し、実施してい
る（年6回）。

- 有 ・訪問による高齢者の生活の実態把
握を行い、高齢者支援等についての
情報提供を行うとともに、地域の高
齢者の実態と地域に存在する隠れ
た問題やニーズを把握する。
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催し、職員の資質向上とセン
ターの機能強化を図る。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集
・地域包括支援センター職員の研修
会開催（年6回）

高齢者
支援課

37 介護保険事業計画に
基づく介護保険サービ
スの拡充を図り、必要
な保険給付を行いま
す。

・介護サービスの拡充
・必要な介護保険給付

- 有 ・第７期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護サービスの給付を行
う。

・必要な介護サービスの給付。
・介護サービスの利用実績を分析
し、第７期介護保険事業計画の検証
を行う。

・必要な介護サービスの給付。
・介護サービスの利用実績を分析
し、第７期介護保険事業計画の検証
を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・介護サービス利用実績を把握、分
析を行い、必要な介護サービスの給
付を実施した。

- 有 ・第７期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護サービスの給付を行
う。

・必要な介護サービスの給付
・介護サービスの利用実績を分析
し、第７期介護保険事業計画の検証
を行う。

高齢者
支援課

38 すこやかサロンを始
めとした地域支え合
い事業を実施し、高
齢者の閉じこもりを
予防するとともに介
護予防を推進しま
す。

・生活習慣病予防や運
動・口腔ケア等による
介護予防
・社会交流による閉じ
こもりの予防
・身体機能評価の実施

- 有 ・28の地域自治区において、地域支
え合い事業を実施し、生活習慣病予
防や運動・口腔ケア等による介護予
防の取組を実施する。
・住民組織化が図られていない地域
において、住民組織化に向けた市民
との協議を継続して実施する。

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防の実施　1,288回
・社会交流による閉じこもりの予防の
実施
　2,985回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区で住民組織化の協議の実施

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防の実施　1,288回
・社会交流による閉じこもりの予防の
実施
　2,985回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区で住民組織化の協議の実
施。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防の実施、社会交流
による閉じこもりの予防の実施によ
り、要介護状態への移行が抑えられ
ている。
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区で住民組織化の協議の実施：
Ｈ31年度住民組織化を図る地区2地
区の予定

- 有 ・28の地域自治区において、地域支
え合い事業を実施し、生活習慣病予
防や運動・口腔ケア等による介護予
防の取組を実施する。
・住民組織化が図られていない地域
自治区において、住民組織化に向け
た関係者との協議を継続して実施す
る。

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防の実施　1,316回
・社会交流による閉じこもりの予防の
実施
　3,684回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議の実施

高齢者
支援課

39 一人暮らし高齢者など
の安定した食の確保と
定期的な安否確認の
ために配食サービスを
実施し、高齢者が自立
した生活を送ることが
できるように支援しま
す。

・高齢者に配食サービ
スの提供

- 有 ・ケアマネージャー等のアセスメント
に基づき、必要な人に適切にサービ
スを提供する。

・引き続き、制度の周知を行い、利用
促進を図る。
　年間配食見込数：80,718食

・引き続き、制度の周知を行い、利用
促進を図った。
　年間配食数：72,646食

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ケアマネージャー等のアセスメント
を経た申請について適格な審査、決
定を行っているほか、地域包括支援
センター等への周知を通して、必要
な人に適切にサービスを提供してい
る。

- 有 ・全市域において、毎日の配食と見
守りサービスが提供できる体制を整
え、アセスメントに基づき、必要な人
に適切にサービスを提供する。

・引き続き、事業の周知を図り、必要
な人に適切にサービスを提供する。
　年間配食見込数：79,466食

高齢者
支援課

40 高齢者にシニアパス
ポートを交付し、外出
のきっかけにしてもらう
ほか、家族や仲間との
交流を深めながら健康
を維持し、生きがいの
ある充実した生活がで
きるよう支援します。

・31施設で高齢者の施
設使用料（利用料金）
の減免を実施する。

- 有 ・高齢者に外出するきっかけを提供
し、家族や仲間との交流や健康維持
を図り、生きがいづくりに寄与する。
　：延べ利用者数　186,000人
　：減免補てん金額　41,054千円

・シニアパスポート対象施設に、利用
実態等の調査を実施する。
・老人クラブ会員等の高齢者とシニ
アパスポートの利用方法等について
意見交換を行う。
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行う。

・シニアパスポート対象施設に、利用
実態等の調査を実施。
・老人クラブ会員等の高齢者とシニ
アパスポートの利用方法等について
意見交換を行った。
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・高齢者の外出を促すことにより、閉
じこもりを予防するとともに、家族や
仲間との交流を深め、健康を維持
し、生きがいのある充実した生活を
送る一助となっている。

- 有 ・高齢者に外出するきっかけを提供
し、家族や仲間との交流を深めるこ
とで健康維持及び生きがいのある充
実した生活を送る手助けとする。
　延べ利用者数　199,500人

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高齢
者に外出するきっかけを提供する。
（施設には市から減免補てん金を交
付）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行う。

高齢者
支援課

41 スポーツ大会や作品展
など、各種事業を開催
し、高齢者の生きがい
づくり・健康づくりと居
場所づくりの推進を図
ります。

・スポーツ大会や作品
展等の開催

- 有 ・スポーツや趣味活動などを通し、高
齢者の交流や市民との交流を深め、
高齢者の健康増進と生きがいづくり
に寄与する。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　4,200人
　：シニアゲートボール大会
　　　7地区で実施　630人
　：シニア作品展
　　　出展　455点、来場者　1,700人

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促す。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行
う。
・老人クラブ連合会等と事業の活性
化に向けた意見交換を行う。

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促した。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行っ
た。
・老人クラブ連合会等と事業の活性
化に向けた意見交換を行った。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　3,678人
　：シニアゲートボール大会
　　　7地区で実施　790人
　：シニア作品展
　　　出展　439点、来場者　1,793人

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・スポーツ大会や作品展の開催等を
通じて、参加者同士の交流や世代間
の交流を促進し、高齢者の生きがい
と健康づくりにつなげているが、老人
クラブの会員数が減少傾向にあるこ
となどから、シニアスポーツ大会にお
ける参加者数は年間目標を下回る
見込み。

- 有 ・スポーツや趣味活動などを通し、高
齢者同士の交流や市民との交流を
深め、高齢者の健康増進と生きがい
づくりに寄与する。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　3,600人
　：シニアゲートボール大会
　　　7地区で実施　780人
　：シニア作品展
　　　出品　440点、来場者　1,800人

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促す。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行
う。
・老人クラブ連合会等と事業の活性
化に向けた意見交換を行う。

高齢者
支援課
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42 高齢者の福祉の増進
と能力を生かした活力
ある地域社会づくりを
支援するため、シル
バー人材センターに補
助金を交付します。

・シルバー人材セン
ターへの補助金の交
付

- 有 ・高齢者に対し、就業を通じて生きが
いの場を提供するシルバー人材セン
ターを支援することにより、高齢者の
福祉の増進及び地域社会の活性化
を推進する。

・高齢者の福祉の増進及び地域社
会の活性化を推進するため、シル
バー人材センターへ補助金を交付す
る。
上越市シルバー人材センター補助
金額　17,801千円

・高齢者の福祉の増進及び地域社
会の活性化を推進するため、シル
バー人材センターへ補助金を交付。
上越市シルバー人材センター補助金
額　17,801千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・シルバー人材センターへ補助を行う
ことにより、高齢者への就業機会の
提供を通じて、活力ある地域づくりの
推進役を担う高齢者の活動と活躍の
場づくりを支援している。

- 有 高齢者に対し就業を通じて生きがい
の場を提供するシルバー人材セン
ターを支援することにより、高齢者の
福祉の増進及び地域社会の活性化
を推進する。

・高齢者の福祉の増進及び地域社
会の活性化を推進するため、シル
バー人材センターへ補助金を交付す
る。
上越市シルバー人材センター補助金
額　17,801千円

高齢者
支援課

43 高齢者の地域福祉活
動、教養活動及び健康
増進活動への参加を
促し、高齢者の生きが
いと健康づくり、社会参
加を支援するため、補
助金を交付します。

・老人クラブへの補助
金の交付

- 有 ・会員同士の交流を深め、高齢者の
生きがいと健康づくりの増進を図る
ため、老人クラブ及び老人クラブ連
合会の活動を支援する。また、各連
合会を統括する上越市老人クラブ連
合会連絡協議会の活動を支援し、連
合会同士の連携を推進する。

・老人クラブの活性化に向け、老人
クラブ連合会の各種事業に対する自
己評価等を踏まえ、事業の見直しに
ついて意見交換を行う。
・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援する。
　：単位老人クラブ補助金
　　 老人クラブ連合会加入団体
　　　 交付額 18,081千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　   交付額 863千円
　：老人クラブ連合会連絡協議会
    補助金 交付額 6,965千円

・老人クラブの活性化に向け、老人ク
ラブ連合会の各種事業に対する自
己評価等を踏まえ、事業の見直しに
ついて意見交換を行った。
・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援。
　：単位老人クラブ補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　 交付額 17,250千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　   交付額 769千円
　：老人クラブ連合会連絡協議会
    補助金 交付額6,734千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・老人クラブ連合会に加入している単
位老人クラブ、及び老人クラブ連合
会に加入していない団体へ補助金を
交付することにより、高齢者の生きが
いと健康づくり活動を支援している。

- 有 会員同士の交流を深め、高齢者の
生きがいと健康づくりの増進を図る
ため、老人クラブ及び老人クラブ連
合会の活動を支援する。また、各連
合会を統括する上越市老連連絡協
議会の活動を支援し、連合会同士の
連携を推進する。

・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援する。
　：単位老人クラブ補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　 交付額 17,039千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　   交付額 785千円
　：老人クラブ連合会連絡協議会
      補助金
　　　 交付額 6,734千円
　　　老人クラブ活動活性化補助金
　　　　交付額 1,200千円

高齢者
支援課

44 高齢者の生きがいの
充実を図るため、創作
活動の発表の場や世
代を超えた交流の場を
提供します。

・シニアセンターにおけ
る常設ギャラリーの展
示、談話室の提供

- 有 ・シニアセンター（本町ふれあい館及
び直江津ふれあい館）を設置するこ
とにより、高齢者の創作活動の発表
の場及び世代を超えた交流の場を
提供し、高齢者の生きがいの充実を
図る。
入館者数
　：本町ふれあい館  13,200人
　：直江津ふれあい館　3,500人

・毎月の広報上越で作品展示につい
て周知を行う。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図る。

・毎月の広報上越で作品展示につい
て周知を行った。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図った。
入館者数
　：本町ふれあい館  11,357人
　：直江津ふれあい館　3,426人

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・シニアセンターにおける作品展示や
談話室の提供を通じ、高齢者の創作
活動や世代を超えた交流が促進さ
れ、生きがいづくりや社会参加を図っ
ているが、入館者は目標数を下回る
見込み。

- 有 シニアセンター（本町ふれあい館及
び直江津ふれあい館）を設置するこ
とにより、高齢者の創作活動の発表
の場及び世代を超えた交流の場を
提供し、高齢者の生きがいの充実を
図る。
入館者数
　：本町ふれあい館  10,300人
　：直江津ふれあい館　3,100人

・毎月の広報上越で作品展示につい
て周知を行う。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図る。

高齢者
支援課

45 高齢者に関連した行政
情報をラジオにより的
確にわかりやすく発信
します。

・FM放送による、交通
事故やクマ出没、特殊
詐欺への注意喚起な
どのタイムリーな情報
提供

- 有 ・コミュニティＦＭ放送から、高齢者へ
行政情報などがタイムリーに伝わる
よう話題を選定するとともに、聴取機
会を拡充しながら、より身近な情報
を提供することでリスナーを増加させ
る。

・リスナーの拡大につなげるために
29年度から開始したインターネット放
送を継続するとともに、各地で開催さ
れるイベントや地域の活動などの現
場に出向いて、その様子を伝える出
張放送を継続する。

・リスナーの拡大につなげるために
29年度から開始したインターネット放
送を継続するとともに、各地で開催さ
れるイベントや地域の活動などの現
場に出向いて、その様子を伝える出
張放送を継続。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・インターネット放送を継続するととも
に、計画通りに出張放送を行ってい
る。

- 有 ・コミュニティＦＭ放送から、高齢者へ
行政情報などがタイムリーに伝わる
よう話題を選定するとともに、聴取機
会を拡充しながら、より身近な情報
を提供することでリスナーを増加させ
る。

・リスナーの拡大につなげるため、イ
ンターネット放送を継続するととも
に、各地で開催されるイベントや地域
の活動などの現場に出向いて、その
様子を伝える出張放送を継続する。

広報対
話課

②障害者
福祉の推
進

46 障害のある人の生活を
地域全体で支えるた
め、上越市自立支援協
議会を開催し、関係者
の連携強化を図り、住
み慣れた地域で暮らす
ことができるまちづくり
を進めます。

・地域の障害者福祉に
関する全体協議会、専
門部会等の各種会議
の開催

- 有 ・地域の障害者福祉に関する課題解
決に向けた議論を進め、施策に反映
できるよう実施する。
・上越市自立支援協議会の開催
　全体会議（年2回）、運営調整会議
（月1回）、専門部会（月1回）、ケアマ
ネージメント連絡会（月１回）
※各専門部会の取組内容について
は今後協議

・各専門部会にて地域課題の抽出
及び支援策について集中的に検討
する。
・各専門部会の検討について運営調
整会議にて情報共有を行うととも
に、自立支援協議会への議案提出
を行う。
・自立支援協議会において各専門部
会であがった課題及び支援策につ
いて検討を行い、市に対して提言を
行う。
・自立支援協議会からの提言を受
け、課題解決の支援策について施
策反映に繋げる。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害に関する課題解決に向けた議
論を実施。専門部会については設置
の準備に時間を要したが、毎月開催
を行っており、障害に関する課題の
協議を進めている。

- 有 ・地域の障害者福祉に関する課題解
決に向けた議論を進め、施策に反映
できるよう実施する。
・上越市自立支援協議会の開催
　全体会議（年2回）、運営調整会
議、専門部会、ケアマネージメント連
絡会（月１回）

・各専門部会にて地域課題の抽出及
び支援策について集中的に検討す
る。

・各専門部会の検討について運営調
整会議にて情報共有を行うとともに、
自立支援協議会への議案提出を行
う。

・自立支援協議会において各専門部
会であがった課題及び支援策につい
て検討を行い、市に対して提言を行
う。

・自立支援協議会からの提言を受
け、課題解決の支援策について施策
反映に繋げる。

福祉課

47 障害福祉サービスの
拡充を図り、障害のあ
る人が自立した地域生
活が送ることができる
よう支援します。

・障害福祉サービスの
給付を行い、障害のあ
る人の生活支援を行
う。

- 有 ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、経
済的負担の軽減を図る。
・障害福祉の相談支援専門員及び
福祉事業所と連携し、福祉サービス
を必要とする人への適切な支援を実
施する。

・障害福祉サービスの給付による生
活支援を行う（ヘルパーによる家事
支援、障害福祉事業所への通所、
短期入所施設の利用など）。
・平成30年4月の制度改正に伴う対
応を行う。（新規サービスの創設。高
齢障害者の介護保険制度への円滑
な移行）
※移行者目標については、身体障
害者で介護保険サービスを利用して
いない65歳以上の18名のうち、9名
以上の移行を見込む。
※新規サービスについては制度の
詳細が明らかとなっていないため、
現時点では目標設定は行えない。

・障害福祉サービスの給付による生
活支援を行った（ヘルパーによる家
事支援、障害福祉事業所への通所、
短期入所施設の利用など）。
・平成30年4月の制度改正に伴う対
応を行った。（新規サービスの創設。
高齢障害者の介護保険制度への円
滑な移行）
・高齢障害者の介護保険制度への
移行について、11月29日に関係事業
所に対する説明会を実施。
・平成30年度内に対象者に対して、
介護保険サービスへの移行の説明
を行う。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害福祉サービスの給付による生
活支援を実施している。
・平成30年4月の制度改正に伴う対
応については、国及び、県と連携を
行い、事業者へ新規サービスの案内
を進めている。

（・高齢障害者の介護保険制度への
移行について、11月29日に関係事業
所に対する説明会を実施。
・介護保険サービスを利用していな
い65歳以上の利用者21人について、
平成30年度内に介護保険サービス
への移行の説明を行う。）

- 有 ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、経
済的負担の軽減を図る。
・障害福祉の相談支援専門員及び
福祉事業所と連携し、福祉サービス
を必要とする人への適切な支援を実
施する。

・障害福祉サービスの給付による生
活支援を行う。（ヘルパーによる家事
支援、障害福祉事業所への通所、短
期入所施設の利用など）

福祉課

48 心身に障害のある人
の経済的負担を軽減
するため、医療費の支
給や助成を行います。

・重度心身障害者に対
する医療費の助成及
び自立支援医療費の
支給
・各種手当の支給
・心身障害者扶養共済
制度掛金及び精神障
害者入院医療費の助
成

- 有 ・医療費の助成や手当を給付するこ
とにより、障害のある人の経済的負
担を軽減する。

・医療費の助成や手当を給付する。
　重度心身障害者医療費助成
　5,370人 　466,886千円

・医療費の助成や手当を給付。
　重度心身障害者医療費助成
　5,190人 　473,673千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・医療費の助成や手当を給付し、障
害のある人の経済的負担を軽減して
いる。

- 有 ・医療費の助成や手当を給付するこ
とにより、障害のある人の経済的負
担を軽減する。

・医療費の助成や手当を給付する。
　重度心身障害者医療費助成
　5,270人　469,617千円

福祉課

49 心身に障害を有する児
童及び保育において
配慮が必要と認められ
る児童に対して保育を
実施します。

・特別な配慮が必要と
認められる児童の保育

- 有 ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、保育を提供する。

・障害者手帳や療育手帳の交付を
受けている児童のほか、個別に配慮
を必要とする、いわゆる「気になる
子」を受け入れる。
　実利用者見込み　　355人

・障害者手帳や療育手帳の交付を受
けている児童のほか、個別に配慮を
必要とする、いわゆる「気になる子」
を受け入れた。
　実利用者　　274人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、適切に保育サービスを
提供している。

- 有 ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、保育を提供する。

・障害者手帳や療育手帳の交付を受
けている児童のほか、個別に配慮を
必要とする、いわゆる「気になる子」
を受け入れる。
　実利用者見込み　　371人

保育課

・各専門部会にて地域課題の抽出及
び支援策について集中的に検討し
た。
・各専門部会の検討について運営調
整会議にて情報共有を行うとともに、
自立支援協議会への議案提出を
行った。
・自立支援協議会において各専門部
会であがった課題及び支援策につい
て検討を行い、市に対して提言を
行った。
・自立支援協議会からの提言を受
け、課題解決の支援策について施策
反映に繋げた。
【会議の実施状況（1月時点）】
全体会議（1回開催）
運営調整会議（6回開催）
専門部会
・成年後見制度利用促進検討部会
（4回開催）
・就労支援関係事業検討部会（5回
開催）
・重心・医ケア部会（4回開催）
・ケアマネジメント連絡会（10回開催）
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計画 実績見込み
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本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

50 発達等に不安を抱える
保護者からの相談を受
け、必要な療育サービ
スを提供して、子ども
がすこやかに育つこと
ができるよう支援しま
す。

・子どもの発達及び発
育に関する相談を実施
・言葉や認知、社会性
等の発達を促す療育を
実施
・保護者の疾病等によ
り子どもを預かる障害
児一時保育を実施

拡充 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・こども発達支援センター紹介パンフ
レットを作成するほか、休日にセン
ター体験・見学会を開催する。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数　42
件

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施。
・こども発達支援センター紹介パンフ
レットを作成。
・休日にセンター体験・見学会を開催
（年2回）。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施。
　障害児一時保育利用延件数　62件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施して
いる。
・こども発達支援センター紹介パンフ
レットを作成したほか、6月と11月（休
日）にセンター体験・見学会を開催し
た。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施している。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　62件（計画の148％）

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・障害のある児童に対する支援を拡
充させるため、国の制度に基づく児
童発達支援事業を実施する。
・保育園等就園児童に対する支援を
強化するため、私立を含めた全園を
対象に巡回訪問を実施する。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　51件

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター
（こども
発達支
援セン
ター）

51 障害のある人の日常
生活における便宜を図
るため、日常生活用具
の給付などを行いま
す。

・日常生活用具の給付
・補装具の購入費や修
理費の支給

- 有 ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善す
る。

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給する。
・補装具　476件　47,018千円
・日常生活用具　4,318件　43,205千
円

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給。
・補装具　470件　46,940千円
・日常生活用具　4,420件　42,894千
円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付及び補装具の購入・
修理費用の支給し、生活環境の改善
や日常生活の向上を図っている。

- 有 ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善す
る。
・補装具490件 46,657千円
・日常生活用具4,420件　42,894千円

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給する。

福祉課

52 障害者手帳をお持ちの
方などの公共施設の
利用料を減免し、外出
のきっかけにしてもらう
ほか、家族や仲間との
交流を深めながら健康
を維持し、生きがいの
ある充実した生活がで
きるよう支援します。

・障害者手帳等所持者
や介助者等の公共施
設の利用料等の軽減
を実施

- 無 ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めながら
健康を維持し、生きがいのある充実
した生活ができるよう支援する。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

【公共施設の使用料減免】
　要綱に規定されている公共施設を
障害者手帳所持者及び介助者が利
用した際に、利用料金の50％を減
免。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めながら
健康を維持し、生きがいのある充実
した生活を送れるよう支援している。

- 無 ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めながら
健康を維持し、生きがいのある充実
した生活ができるよう支援する。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

【公共施設の使用料減免】
　要綱に規定されている公共施設を
障害者手帳所持者及び介助者が利
用した際に、利用料金の50％を減
免。

福祉課

54 手話通訳者の派遣や
手話奉仕員の養成を
通じて、聴覚に障害の
ある人の社会参加を促
進します。

・手話通訳者の派遣及
び手話奉仕員の養成

- 有 ・手話通訳者等を派遣し、聴覚に障
害のある人の社会参加を促進する。
・手話通訳者の早期育成と、手話へ
の理解が進むよう市民に向け周知
する。

・手話通訳者等の派遣により聴覚に
障害のある人のコミニュケーションを
スムーズにする。
手話通訳派遣回数：431回、派遣人
数：579人

・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に育成講座を開催と
手話への理解が進むよう周知活動
の実施。
手話奉仕員入門講座（受講人数）：
15人

・手話通訳者等の派遣により聴覚に
障害のある人のコミニュケーションを
スムーズにする。
手話通訳派遣回数：374回、派遣人
数：517人

・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催と
手話への理解が進むよう周知活動
の実施。
また、手話通訳養成講座のテキスト
代を補助し受講者の確保に努めた。
手話通訳養成講座（入門編）受講人
数：8人
※入門編ほか手話体験講座・手話ｽ
ﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ講座等も開催。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・手話通訳者の派遣依頼に対しほぼ
派遣することができコミニュケーショ
ンもスムーズに行えている。
・手話通訳者資格取得に向けての講
座開催を予定通り実施出来ている
が、受講者は8人となっている。

- 有 ・手話通訳者等を派遣し、聴覚に障
害のある人の社会参加を促進する。
・手話通訳者の早期育成を図る。

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図る。
手話通訳派遣回数：448回、派遣人
数：609人を見込む

・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催す
る。

福祉課

55 市ホームページの読み
上げ機能を活用し、視
覚に障害のある人が
利用しやすい環境を整
えます。

・アクセシビリティ方針
に基づく、新規および
更新ページのチェック

- 有 ・最新情報や緊急時の情報を誰もが
迅速かつ的確に入手することができ
るようホームページの内容を掲載・
更新時に点検するとともに、古い情
報が掲載されたままにならないよう、
適切に管理・運用する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。す
でに終了している行事など古い情報
を見つけた時には随時修正、削除を
指示する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示。すでに
終了している行事など古い情報を見
つけた時には随時修正、削除を指
示。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。す
でに終了している行事など古い情報
を見つけた時には随時修正、削除を
指示している。

- 有 ・最新情報や緊急時の情報を誰もが
迅速かつ的確に入手することができ
るようホームページの内容を掲載・
更新時に点検するとともに、古い情
報が掲載されたままにならないよう、
適切に管理・運用する。

広報対
話課

56 市の広報紙の内容をＣ
Ｄやテープに録音し、
視覚に障害のある人
に提供します。

・ＣＤやカセットテープ
による情報提供

- 有 ・視覚に障害のある人へ市の広報紙
の内容を提供する。

・視覚に障害のある人へ市の広報紙
をＣＤやカセットテープに録音し情報
提供する。

・視覚に障害のある人へ市の広報紙
をＣＤやカセットテープに録音し情報
提供した。
　提供実績：42人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・視覚に障害のある人へ市政情報を
ＣＤ、カセットテープに録音し提供して
いる。

- 有 ・視覚に障害のある人へ市の広報紙
の内容を提供する。

・視覚に障害のある人へ市の広報紙
をＣＤに録音し情報提供する。

福祉課

障害のある人の社会
参加を促進するため、
タクシー利用料金等の
助成や福祉バスの運
行などにより外出時の
移動を支援します。

・タクシー利用料金等
の助成
・リフト付福祉バス・乗
用車の運行
・福祉有償運送実施団
体の円滑な運営を確
保
・自動車の改造費用、
免許取得費用の助成

拡充 ・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行。
【タクシー利用券等の助成】
　タクシー利用券：2,098人、36,268千
円
　※1人あたりの助成額を19,000円
      から24,000円へ増額
　燃料券：2,701人、50,004千円
　燃料費：851人、14,730千円
【運転免許取得費の助成】
　2件、200千円
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　8件、800千円
【介護者用自動車改造費の助成】
　12件、2,492千円
【福祉バス運行業務】（車両2台）
　ふれあい号  （稼働日：205日、距
離：24,420㌔）
　フレンド号  （稼働日：160日、距離：
19,620㌔）

・福祉有償運送実施団体の運営の
支援（運営協議会の開催・更新手続
きの案内等）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） -有 ・タクシー利用券、燃料券の交付、自
動車改造費等の助成により経済的
負担の軽減・社会参加の促進を図
る。
・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援する（適切な運送の実
施の確保と関係者の合意形成）。

・タクシー利用券、燃料券の交付、自
動車改造費等の助成により経済的
負担の軽減・社会参加の促進が図ら
れている。
・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援することができている。

有 ・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図る。
・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援する（適切な運送の実
施の確保と関係者の合意形成）。

・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行す
る。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…1人あたり
24,000円
　燃料券の交付…1人あたり19,000
円
　燃料費助成…1人あたり19,000円
【運転免許取得費の助成】
　助成額：免許取得費用の2/3
（10万円限度）
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成額：10万円限度
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成額：改造費用（60万円のを
  超える場合は60万円）に下記区分
  による割合を乗じて得た額
　　　生活保護世帯　　10/10
　　　所得税非課税世帯　2/3
　　　その他の世帯　　　　1/2
【福祉バス運行業務】（車両2台）
　
・福祉有償運送実施団体の円滑な運
営の支援のため、平成31年7月に運
営協議会を実施し、1団体の更新審
議の他、事業の運営状況について確
認を実施する。

福祉課・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行す
る。
【タクシー利用券等の助成】
　タクシー利用券：2,209人、41,883千
円
　※1人あたりの助成額を19,000円
　　 から24,000円へ増額
　燃料券：2,736人、49,718千円
　燃料費：778人、14,782千円
【運転免許取得費の助成】
　3件、300千円
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　5件、500千円
【介護者用自動車改造費の助成】
　11件、3,700千円
【福祉バス運行業務】（車両2台）
　ふれあい号  （稼働日：215日、距
離：26,780㌔）
　フレンド号  （稼働日：176日、距離：
20,110㌔）

・福祉有償運送実施団体の運営の
支援（運営協議会の開催・更新手続
きの案内等）

53
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

③子育
て・療育
支援の充
実

58 （再掲　№50）
発達等に不安を抱える
保護者からの相談を受
け、必要な療育サービ
スを提供して、子ども
がすこやかに育つこと
ができるよう支援しま
す。

・子どもの発達及び発
育に関する相談を実施
・言葉や認知、社会性
等の発達を促す療育を
実施
・保護者の疾病等によ
り子どもを預かる障害
児一時保育を実施

拡充 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・こども発達支援センター紹介パンフ
レットを作成するほか、休日にセン
ター体験・見学会を開催する。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　42件

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施。
・こども発達支援センター紹介パンフ
レットを作成。
・休日にセンター体験・見学会を開催
（年2回）。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施。
　障害児一時保育利用延件数　62件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施して
いる。
・こども発達支援センター紹介パンフ
レットを作成したほか、6月と11月（休
日）にセンター体験・見学会を開催し
た。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施している。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　62件（計画の148％）

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・障害のある児童に対する支援を拡
充させるため、国の制度に基づく児
童発達支援事業を実施する。
・保育園等就園児童に対する支援を
強化するため、私立を含めた全園を
対象に巡回訪問を実施する。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　51件

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター
（こども
発達支
援セン
ター）

保育課・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

・保護者の就労形態や保育ニーズの
多様化に対応するため、多様な保育
サービスを提供。
　0、1歳児（実利用者）
　1,058人
　障害児保育（実利用者）
　274人
　一時預かり（延べ利用者）
　5,401人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者） 30,916人
  休日保育（延べ利用者）
　563人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供。
　【延べ利用者数】
　　ファミリーヘルプ保育園 10,905人
　　病児・病後児保育室　4,864人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供している。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を整え、適切に保育サー
ビスを提供している。

-57 保育ニーズに応じて児
童の保育を実施しま
す。

・0・1歳児、障害児の
保育受入
・午後7時までの延長
保育を実施
・一時預かりを実施
・24時間保育・休日保
育の実施
・病児・病後児保育事
業の実施

・保護者の就労形態や保育ニーズの
多様化に対応するため、多様な保育
サービスを提供する。
　0、1歳児（実利用者見込み）
　1,058人
　障害児保育（実利用者見込み）
　274人
　一時預かり（延べ利用者見込み）
　5,401人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者見込み） 30,916人
  休日保育（延べ利用者見込み）
　563人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。
　【延べ利用者数（見込み）】
　　ファミリーヘルプ保育園　10,905
人
　　病児・病後児保育室　4,864人

- 有 ・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

・保護者の就労形態や保育ニーズ
の多様化に対応するため、多様な保
育サービスを提供する。
　0、1歳児（実利用者見込み）
　1,168人
　障害児保育（実利用者見込み）
　355人
　一時預かり（延べ利用者見込み）
　7,781人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者見込み） 32,518人
  休日保育（延べ利用者見込み）
　582人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。
　【延べ利用者数（見込み）】
　　ファミリーヘルプ保育園　8,851人
　　病児・病後児保育室　5,072人

有
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(1)ボランティア
参加、地域活
動、市民活動へ
の支援を推進
するとともに、ボ
ランティアを必
要とする人の利
用促進を図りま
す。

①ボラン
ティア活
動や地域
での支え
合い活動
のための
環境づくり

59 共に支え合うための自
主的な活動が促進され
るまちを目指します。

・NPO・ボランティアセ
ンターの運営

見直
し

有 ・市民活動への参画促進と市民活動
団体同士の連携が図られるよう、市
民活動体験ツアーや市民活動交流
会（ソーシャルビジネスに関するセミ
ナー、参集目標：20人）を開催するほ
か、市民活動に役立つ情報のメール
配信を継続して実施し、市民主体の
まちづくりへの意識向上を図る。

・市民活動体験ツアー：2回開催
・市民活動交流会：交流型2回、テー
マ型4回開催
（テーマ型交流会においてソーシャ
ルビジネスに関するセミナー等を開
催）
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約270団体・個人）
に対して配信

・市民活動体験ツアー：1回開催
・市民活動交流会：交流型2回、テー
マ型4回開催（テーマ型のうち1回は
ソーシャルビジネスに関するセミナー
（12人参加））。
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び交流会・ツ
アー参加者（約370団体・個人）に配
信。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

C：目標を達成できな
かった

・事業の実施を通じたきっかけやつ
ながりづくりは図られたが、市民活動
への参画や市民活動団体同士の連
携には直ちに結び付かなかった。

- 有 ・NPO・ボランティアセンターを拠点
に、市民の自発的な公益活動やボラ
ンティア活動を促進する。

・NPO・ボランティアセンターを拠点に
市民活動に関する相談、ボランティ
アに関する情報の収集・発信・コー
ディネートを実施する。
・広報上越やホームページへの掲
載、メールマガジンの配信等により、
市民活動やボランティアに関する情
報を広く発信する。

共生ま
ちづくり
課

60 地域コミュニティが抱え
る課題を解決するため
の支援を行います。

・地域コミュニティ活動
サポート事業
・地域コミュニティが抱
える課題などの相談

- 有 ・町内会等へ地域コミュニティ活動サ
ポート事業の周知を行うとともに、希
望する町内会等へアドバイザーの派
遣を行い、地域の課題解決を支援す
る。
（新規実施団体　3団体、フォロー
アップ団体　3団体の実施）

・町内会等へアドバイザーの派遣を
行い、地域の課題解決を支援する。
　新規実施団体：3団体（予定）
　フォローアップ団体：3団体（平成29
年度に実施した団体）

・町内会等へアドバイザーを派遣し、
地域の課題解決を支援した。
・新規実施団体：3団体（中央3丁目・
天王町町内会、三和区桑曽根町内
会、板倉まちづくり振興会）
・フォローアップ団体：2町内会（頸城
区柳町、名立区森）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・事業実施後も地域が主体となって
課題解決に向けた話し合いが進めら
れているほか、話し合いの結果に基
づく地域活動や、県の事業を活用し
て地域おこしの取組に結び付いた事
例も現れている。

- 有 ・町内会等へ地域コミュニティ活動サ
ポート事業の周知を行うとともに、希
望する町内会等へアドバイザーの派
遣を行い、地域の課題解決を支援す
る。
（新規実施団体　3団体、フォロー
アップ団体　3団体の実施）

・町内会等へ地域づくりアドバイザー
の派遣を行い、地域の課題解決を支
援する。
　新規実施団体：3団体
　フォローアップ団体：3団体（平成30
年度に実施した団体）

共生ま
ちづくり
課

61 育児の援助を受けたい
人（依頼会員）と育児
の援助を行いたい人
（提供会員）との相互
援助活動に関する連
絡、調整を行います。

・ファミリーサポートセ
ンターの運営

- 有 ・新規の提供会員を増やすとともに、
依頼会員のニーズに見合った提供
会員の紹介率を100％とする。

依頼会員からのニーズに対応できる
よう提供会員数を確保するため、各
種団体等を対象とした説明会を行う
など会員募集活動を強化するととも
に、養成講座や講習会を通して、提
供会員の資質向上を図り、児童の預
かり時における安全性の向上につな
げる。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

依頼会員からのニーズに対応できる
よう提供会員数を確保するため、各
種団体等を対象とした説明会を行う
など会員募集活動を強化するととも
に、養成講座や講習会を通して、提
供会員の資質向上を図り、児童の預
かり時における安全性の向上につな
げた。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・依頼はすべて受けることができてい
るほか、依頼会員のニーズに見合っ
た提供会員を調整することができて
いる。
・広報上越に会員募集の記事の掲
載や各種団体等を対象に説明会を
行うなど提供会員の確保に努めてい
ることから、目標達成すると見込む。

- 有 ・新規の提供会員を増やすとともに、
依頼会員のニーズに見合った提供
会員の紹介率を100％とする。

・依頼会員からのニーズに対応でき
るよう提供会員数を確保するため、
各種団体等を対象とした説明会を行
うなど会員募集活動を強化するとと
もに、養成講座や講習会を通して、
提供会員の資質向上を図り、児童の
預かり時における安全性の向上につ
なげる。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

こども
課

62 地域における支え合い
体制の構築のため、住
民主体における生活
支援サービスの提供を
行います。

新総合事業の訪問型
サービスＢ（有償ボラン
ティアによる家事支援）
を実施し、担い手とな
る有償ボランティアを
養成します。

拡充 有 ・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。
・有償ボランティア養成講座登録者
数80人

・訪問型サービスＢの担い手養成の
ため、有償ボランティア養成講座に
ついて、広報上越やチラシなどで周
知を行うとともに、各区総合事務所
等と連携しながら参加者を募り、制
度の利用促進を図る。

・訪問型サービスＢの担い手養成の
ため、有償ボランティア養成講座に
ついて、広報上越やチラシなどで周
知を行うとともに、各区総合事務所
等と連携しながら参加者を募り、制
度の利用促進を図った。
・有償ボランティア養成講座を6回開
催。
・担い手フォローアップ講座を2回開
催。
・有償ボランティア新規登録者数56
人。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

C：目標を達成できな
かった

・地域包括支援センター等への周知
を通して、必要な人に適切にサービ
スを提供している。
・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図っている。
平成30年度は、目標の登録者数の
80人を達成することはできなかった
が、養成講座の受講者は82人であっ
た。
・これまでに、養成講座の受講された
方を積極的に声かけなどの勧誘を行
い、登録者数を増やしていく。
・フォローアップ講座を実施し、担い
手のスキルアップ及び養成講座受講
済で未登録となっている方への登録
勧奨を行うなど担い手確保を行う。

- 有 ・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。
・有償ボランティア養成講座登録者
数80人

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図る。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保を
図る。

高齢者
支援課

63 高齢者が住み慣れた
地域で安心して暮らし
ていけるよう、地域に
おける見守りの体制を
構築します。

・高齢者見守り支援
ネットワーク事業
・認知症サポーター養
成講座

拡充 有 ・小中学校や、町内会、事業所等に
おいて、認知症を正しく理解し、地域
において認知症の人をゆるやかに
見守るための認知症サポーター養
成講座を開催する。
・地域での見守り活動の実例を町内
会に紹介するなど、地域での日常的
な見守り活動を支援する。

・認知症サポーター養成講座を実施
する。
　講座100回　2,300人参加予定
・地域で行われている見守り活動の
実例を広く町内会に紹介する。
・高齢者見守り協力事業所との意見
交換等を行い、連携強化を図る。

・認知症サポーター養成講座を実施
し、サポーターを養成（2,300人）。
・高齢者等見守り支援ネットワーク会
議の開催を通して、見守り支援の強
化に向けた今後の具体的取組内容
を定め、地域の実情に合った見守り
支援の検討の場の設営（地域での見
守り活動の事例紹介を含む）、協力
事業所との意見交換等を行った。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・町内会や事業所、放課後児童クラ
ブで認知症サポーター養成講座を開
催し、認知症への理解を広めてい
る。
・見守り支援の強化に向けた今後の
具体的取組内容を定め、地域の実
情に合った見守り支援の検討の場
（地域での見守り活動の事例紹介を
含む）の設営及び設営に向けての調
整、協力事業所との意見交換等を
行った。

- 有 ・小中学校や、町内会、事業所等に
おいて、認知症を正しく理解し、地域
において認知症の人をゆるやかに
見守るための認知症サポーター養
成講座を開催し、2,300人のサポー
ターを養成する。
・各地域の実情に合わせた形での見
守り支援活動の充実について検討
し、より効果的な地域単位での日常
的な見守り支援活動を促進する。

・小中学校や、町内会、事業所等で
認知症サポーター養成講座を実施
する。
・各地域に出向き、それぞれの地域
実情に合わせた形での見守り支援
活動の充実について話し合う場を設
けるなど、広く地域の皆さんが高齢
者の異変を早期発見する取組につ
なげる。

高齢者
支援課

64 高齢者相互の支援や
ボランティア活動の普
及を推進します。

・シニアサポートセン
ター運営事業
・ボランティア利用助成
制度「美助っ人さん」

- 有 ・上越市社会福祉協議会、地域包括
支援センターなど、関係機関と連携
し、支援を必要とする人が確実に助
成を受けられるよう、周知を図る。

家事援助を中心とした軽度な支援に
有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと
安心生活サポーター）を利用する
際、ボランティア利用料の一部を助
成する。

・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと安
心生活サポーター）を利用する際、ボ
ランティア利用料の一部を助成。
・延べ利用件数：5,748件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 地域包括支援センター等への周知を
通して、必要な人に適切にサービス
を提供している。

- 有 地域包括支援センター等への周知
を通して、必要な人に適切にサービ
スを提供する。

・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと安
心生活サポーター）を利用する際、ボ
ランティア利用料の一部を助成する。

高齢者
支援課

共
に
支
え
合
う
た
め
の
自
主
的
な
活
動
が
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進
さ
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ま
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目
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す
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(1)防災に関す
る情報提供や
避難時に必要
な施策、自助・
共助による防災
体制の整備を
推進します。

①防災対
策や避難
支援体制
の充実

65 市ホームページや携帯
電話等のメール機能を
使い、市内における防
犯や防災、交通安全、
火災等の市民の安全・
安心に関わる情報を市
民に提供します。

・安全メールによる情
報発信

- 有 ・市内で発生した火災や防犯・交通
安全等の注意喚起、災害に関する
情報等を適時的確に発信する。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信する。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・安全メールを活用し適時的確に情
報を発信している。

- 有 ・市内で発生した火災や防犯・交通
安全等の注意喚起、災害に関する
情報等を適時的確に発信する。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信する。

市民安
全課

67 要配慮者に配慮した災
害対応計画や避難体
制の整備を進めます。

・要配慮者に配慮した
災害対応計画及び避
難体制を整備する。

- 有 ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しが
あった場合は、当市においても検討
を行い、必要に応じて市地域防災計
画の見直しを行う。

・県計画の変更に合わせた修正を行
う。

・県計画の変更に合わせた修正を
行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・県計画の変更に合わせた修正を
行っている（年度内完了予定）。

- 有 ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しが
あった場合は、当市においても検討
を行い、必要に応じて市地域防災計
画の見直しを行う。

・県計画の変更に合わせた修正を行
う。

市民安
全課

68 要配慮者の的確な把
握と緊急時の迅速な対
応に向けた仕組みの
充実を図ります。

・要配慮者名簿の充実
・個別避難計画策定の
支援

- 有 ・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率を95％以上と
する。

・民生委員・児童委員の協力を得な
がら、避難行動要支援（同意）者名
簿を整備するとともに、町内会（自主
防災組織）や関係機関（警察署、消
防署、地域包括支援センター等）へ
名簿情報を提供し、災害時の避難支
援体制を構築する。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行う。

・民生委員・児童委員の協力を得な
がら、避難行動要支援（同意）者名
簿を整備するとともに、町内会（自主
防災組織）や関係機関（警察署、消
防署、地域包括支援センター等）へ
名簿情報を提供し、災害時の避難支
援体制を構築した。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行った。
・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率91.4％。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・民生委員・児童委員の協力を得て
避難行動要支援者名簿を整理し、町
内会（自主防災組織）や関係機関
（警察、消防署、地域包括支援セン
ターなど）に必要な情報を提供してい
る。
・対象者名簿の更新を3か月に1回行
い、町内会、民生委員・児童委員等
に情報提供を行うとともに、町内会
の協力を得て、福祉避難所避難対象
者の避難支援者の選定を行ってい
る。
・防災訓練を契機に複数の町内会が
参加する地域の集会に出向き、助言
を行うなど、個別避難計画の作成に
向けた支援を行っている。

- 有 ・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率を96％とする。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備するとともに、町内会や関
係機関へ情報提供し、災害時の避難
支援体制を構築する。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行う。

高齢者
支援課

69 災害時に迅速かつ的
確に支援を行えるよ
う、地域ぐるみで災害
弱者の避難を支援する
体制づくりを行います。

・避難行動要支援者名
簿作成
・ヘルプカード・安全
メールの活用

- 有 ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを行う。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人の個別避難計画を作成する。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に災害カード、ヘル
プカードを作成する。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人の個別避難計画を作成する。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に災害カード、ヘル
プカードを作成、配布する。
　ヘルプカード配布数：78枚
　　　　　　　　　　　　　　（12月末時
点）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人の個別避難計画を作成し、対象者
が災害時に福祉避難所へ迅速に避
難できる体制を構築している。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に災害カード、ヘル
プカードを作成、配布した。

- 有 ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを行う。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人への個別避難計画を作成した。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に災害カード、ヘル
プカードを作成、配布する。

福祉課

②自主防
災活動の
推進

70 災害時に「自助・共
助」の力を相互に発
揮でき、被害が最小
限となるよう自主防
災活動を支援しま
す。

・防災アドバイザーの
派遣
・防災資機材等整備等
の補助
・防災士の養成

- 有 ・自主防災組織の実効性ある活動促
進に向け、防災士会との連携による
研修会等を開催するほか、防災士
の資格取得や資機材整備等を支援
する。

・防災士養成講座の開催 50人養成
・防災アドバイザーの派遣 47回派遣
・防災資機材等整備に係る補助交付
　4,528千円
・自治区単位での防災研修会の開
催

・防災士養成講座の開催 50人養
成。
・防災アドバイザーの派遣 18回派
遣。
・防災資機材等整備に係る補助交付
　4,488千円。
・避難所運営訓練の実施。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・防災士養成講座の開催や、防災資
機材整備に対する支援等について、
当初予定していた通り進捗している。
・防災アドバイザーの派遣について
は、自主防災組織や町内会からの
派遣申請が少なかったことから、回
数が減っているものの、自主防災組
織未結成町内会等へ派遣し、訪問指
導を行うなど、地域防災力向上に向
け、活用している。
・地元自主防災組織、避難所の施設
管理者、避難所開設の市初動対応
職員三者が参加の避難所運営訓練
を通じ、避難者による自主的な避難
所運営の重要性について、参加者か
ら理解を深めていただいている。

- 有 ・自主防災組織の実効性ある活動促
進に向け、防災士会との連携による
研修会等を開催するほか、防災士
の資格取得や資機材整備等を支援
する。
・避難者による自主的な避難所運営
の重要性について、意識の醸成を図
る。
・防災アドバイザーを活用し、防災組
織の結成が困難な町内会や、活動
が不活発な自主防災組織に対し、自
助の取組や自主防災活動の手法な
どを周知し、地域防災力の向上を図
る。

・防災士養成講座の開催（養成人
数：50人）
・防災アドバイザーの派遣（5回）
・防災資機材等整備に係る補助交付
（6,279千円）
・市内の指定避難所を会場として、
避難所運営訓練を実施。
・自主防災組織未結成町内会及び
活動不活性町内会に対し、防災アド
バイザーと共に訪問指導を実施（57
回）。

市民安
全課

- 有 ・津波ハザードマップを作成し、全戸
配布する。
・新たに公表される洪水浸水想定を
基に、洪水ハザードマップ素案を作
成し、関係町内会へ配布する。
・、土砂災害警戒区域の追加指定に
伴い既存の土砂災害ハザードマップ
19種類を更新し、関係地区へ配布す
る。
・防災行政無線システム等は、保守
点検を行い常に使用できる状態を維
持する。
・「防災情報リンク集」を通じ、市民の
適切な避難行動を支援する。

有66 災害の予防及び災害
発生時に的確に対応
するため、総合的かつ
体系的な防災体制の
整備を進めます。

・ハザードマップの作
成・配布
・防災行政無線等の整
備、運用
・防災情報の提供

A：計画どおりすべて実
施（100％）

- ・新潟県が公表した新たな浸水想定
を踏まえ、今後の当市における津波
対策を検討する。（ハザードマップの
作成時期は未定）
・洪水ハザードマップは、平成30年
度に国及び新潟県の新たな浸水想
定に基づき、避難場所の見直し等を
行い、現行のハザードマップを更新
し、全戸配布する。
・新潟県による土砂災害警戒区域の
追加指定等に伴い、既存の土砂災
害ハザードマップを修正し、関係地
区に配布する。
・防災行政無線システムを確実に使
用できる状態を常時保つ。
・市民向け防災気象サイトとして、公
的機関及び民間気象サイト等の外
部サイトリンクを集めた「防災情報リ
ンク集」を運用する。住民の自主避
難の判断に必要な防災情報を提示
し早目の対策をとってもらう。またサ
イトを通じて住民向けの防災啓発を
行う。

・新潟県が公表した新たな浸水想定
を踏まえ、県とともに今後の当市に
おける津波対策を検討する。
・洪水ハザードマップ及び土砂災害
ハザードマップを更新する。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行う。
・「防災情報リンク集」を運用する。そ
の中で、新たなコンテンツを追加す
る必要があれば対応する。また、リ
ンク切れの確認や、防災啓発ページ
のリンク追加等も検討する。

・新潟県の新たな津波浸水想定に基
づく当市の対策の方向性について、
専門家から提言を受けた。
・洪水ハザードマップ及び土砂災害
ハザードマップを更新。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行った。
・「防災情報リンク集」を運営する。そ
の中で、新たなコンテンツを追加する
必要があれば対応する。また、リンク
切れの確認や各種ハザードマップ等
へのページへリンクを追加し、必要な
情報へよりスムーズにアクセスでき
るように整理した。

A：目標達成（100％） ・専門家からの提言を踏まえ、津波
ハザードマップを作成し、全戸配布
する。
・31年度当初に配布する洪水ハザー
ドマップに基づき、住民説明会を開
催するとともに、新たに公表される洪
水浸水想定により、避難所の見直し
等を行い、その結果を反映した洪水
ハザードマップ素案を作成して関係
町内会へ配布する。
・既存の土砂災害ハザードマップ19
種類について土砂災害警戒区域の
追加や避難所の見直し等の情報を
更新し、関係地区へ配布する。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行う。また、中郷区、板倉区及び
清里区の防災行政無線更新工事に
着手する。
・「防災情報リンク集」について、新た
に必要と思われる情報先として外部
リンクの追加や、リンク先ページの更
新によるアドレス変更等の対応を定
期的に実施する。

・新潟県の新たな津波浸水想定に基
づく当市の対策の方向性について、
専門家から提言を受けた。
・洪水ハザードマップは、住民ワーク
ショップを実施し、避難所の見直しを
行い、その結果を反映させたものを
全戸配布した。
（平成31年4月末配布予定）
・土砂災害ハザードマップは、作成済
マップ18種類について土砂災害警戒
区域の追加や避難所の見直し等の
情報を更新し、全戸配布した。（平成
31年3月完了予定）
・防災行政無線システム等の保守点
検を行った。
・「防災情報リンク集」について、新た
に必要と思われる情報先として外部
リンクの追加や、リンク先ページの更
新によるアドレス変更等の対応を定
期的に実施してした。

危機管
理課

6
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(2)防犯に関す
る情報提供や
注意喚起、地域
ぐるみの防犯活
動を推進しま
す。

①防犯対
策の充実

71 「地域の安全は自ら
守る」という自主防
犯意識を高めるた
め、的確な防犯情報
の提供、広報啓発活
動等を推進します。

・防犯意識の広報啓発
・防犯教室、講習会の
開催
・防犯情報の提供

- 有 ・地域での防犯意識向上に向けた情
報提供、啓発活動を実施する。
・依頼に応じ防犯教室、出前講座等
を開催する。

・地域での防犯意識向上のため防犯
講話の実施
・上越市防犯週間における町内会、
団体等の防犯活動取組みの依頼
・警察、各団体と連携した店舗店頭
等での啓発活動の実施
・幼児、小学生を対象とした防犯教
室の実施

・地域での防犯意識向上のため防犯
講話の実施。
・上越市防犯週間における町内会、
団体等の防犯活動取組みの依頼。
・警察、各団体と連携した店舗店頭
等での啓発活動の実施：8回実施
・幼児、小学生を対象とした防犯教
室の実施：親子・幼児防犯教室45
回、小学生対象防犯教室47回

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・防犯意識向上のため防犯講話や防
犯教室を実施している。
・上越市防犯週間において、町内
会、団体に対し防犯活動の取組依頼
を実施している。

- 有 ・地域での防犯意識向上に向けた情
報提供、啓発活動を実施する。
・依頼に応じ防犯教室、出前講座等
を開催する。

・地域での防犯意識向上のため防犯
講話の実施
・上越市防犯週間における町内会、
団体等の防犯活動取組みの依頼
・警察、各団体と連携した店舗店頭
等での啓発活動の実施
・幼児、小学生を対象とした防犯教
室の実施

市民安
全課

72 地域の連帯感を強め、
互いが助け合う地域社
会が形成されるよう支
援します。

・自主防犯活動の推進
・人材の育成

- 有 ・地域における防犯活動への参加意
識の向上に向けた活動を実施する。

・110番協力車による、ながらパト
ロールの実施

・110番協力車による、ながらパト
ロールに参加してもらうため、各広報
媒体や防犯講話において周知し、参
加者の拡充を図った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・110番協力車による、ながらパト
ロールに参加してもらうため、各広報
媒体や防犯講話等を通じ制度を広く
周知し、参加者の拡充を図ってい
る。

- 無 ・地域における防犯活動への参加意
識の向上に向けた活動を実施する。

・110番協力車によるながらパトロー
ルに参加してもらうため、各広報媒
体や防犯講話等を通じ制度を広く周
知し、参加者の拡充を図る。

市民安
全課

73 ハードとソフト両面
から、犯罪の起こり
にくい総合的な環境
づくりを推進しま
す。

・犯罪の防止に配慮し
た基盤整備
・犯罪の防止に配慮し
た住宅等の啓発
・児童等の安全確保の
ための取組の推進

- 無 ・地域が安心であると実感できる「体
感治安」の向上に向けた取組を実施
する。

・市立全小・中学校における通学路
の安全点検
・通話録音装置の無償貸与

・市立全小・中学校における通学路
の安全点検の実施。
・通話録音装置の無償貸与。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・通学路の安全点検等への対応
・通話録音装置の無償貸与について
広報を実施している。
・体感治安については、平成30年度
までに30％以上とするところ、平成29
年度までで31.3％となり、目標を達成
している。

- 無 ・地域が安心であると実感できる「体
感治安」の向上に向けた取組を実施
する。

・市立全小・中学校における通学路
の安全点検
・通話録音装置の無償貸与を実施

市民安
全課

(3)冬期間の安
全な通行空間
の確保と除雪に
必要な施策を
推進します。

①除雪対
策の充実

74 要援護世帯を支援す
るため、雪害による
安否確認や除雪支援
の必要性などを情報
収集します。

・雪害による安否確認
や除雪支援の必要性
等の情報収集

- 有 ・要援護世帯情報を的確に把握し、
必要に応じて安否確認等に活用す
る。

・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底し、支援が必要な世帯を
的確に把握する。

・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底し、支援が必要な世帯を
的確に把握し、必要となる助成を
行った。
　決定世帯数　約5,900世帯

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底し、支援が必要な世帯を
的確に把握し、必要となる助成を
行っている。

- 有 ・支援が必要な世帯へ的確に助成を
行い、要援護世帯の冬期間における
雪害事故を防止し、生活の安全確保
を図る。

・民生委員へ対象者要件等の周知を
徹底し、支援が必要な世帯を的確に
把握し、助成する。

高齢者
支援課

75 要援護世帯に対し、住
居の屋根及び玄関前
の除雪費用の一部を
助成します。

・除雪費の一部助成 - 有 ・親族要件の廃止や助成対象となる
除雪範囲の見直し後の実績等を検
証し、助成限度額等の見直しについ
て検討を行う。

・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しを反映した平成29年度冬季の
実績等を検証し、助成限度額等の見
直しについて検討を行う。

・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しによる平成29年度冬季の実績
等を検証し、助成限度額等の見直し
について引き続き検討を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・平成29年度実績を検証し、8割弱の
世帯が助成限度額内で賄えており、
制度としての必要は満たしていること
が確認できた。
・引き続き、助成限度額の見直し等
に係る検討を行う。

- 有 ・平成29年度に親族要件の廃止と合
わせ、助成対象となる除雪の範囲を
見直したことによる利用実績を検証
し、助成限度額等の見直しの必要性
について検討を行う。

・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しを反映した平成30年度の実績
等（降雪データを含む）を検証し、助
成限度額等の見直しの必要性につ
いて検討を行う。

高齢者
支援課

76 通学路を対象とし
た、きめ細やかな除
雪を実施し、冬期間
における通学児童の
安全確保を図りま
す。

・小中学校の通学路を
対象とした歩道除雪の
推進
・歩道が未整備の通学
路においては、車道を
拡幅し、歩行者空間の
確保に努める

- 有 ・小中学校の通学路を対象とした歩
道除雪の実施により、冬期間の通学
児童の安全確保を図る。（H29:歩道
除雪延長L=146km)
・歩道が未整備の通学路において
は、車道を拡幅し、歩行者空間を確
保する。

・地域から通学路の除雪要望があっ
た場合、実施が可能と判断した路線
について、H30年度の除雪計画に反
映し、歩道除雪を実施する。。
・毎年11月に町内会と除雪業者と市
の3者で行う地区別除雪会議の場
で、地域の意見を集約し、可能な場
合は当該年度の除雪作業に反映さ
せる。

・地域から通学路の除雪要望があっ
た場合、実施が可能と判断した路線
について、H30年度の除雪計画に反
映し、歩道除雪を実施する。
・毎年11月に町内会と除雪業者と市
の3者で行う地区別除雪会議の場
で、地域の意見を集約し、可能な場
合は当該年度の除雪作業に反映さ
せる。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域からの要望を受け、現地確認
や除雪業者との協議等の結果、歩道
除雪延長の延伸を実施し、主に小中
学校の通学路の歩行者空間を確保
できた。

- 有 ・小中学校の通学路を対象とした歩
道除雪の実施により、冬期間の通学
児童の安全確保を図る。
・歩道が未整備の通学路において
は、車道を拡幅し、歩行者空間を確
保する。

・地域から通学路の除雪要望があっ
た場合、実施が可能と判断した路線
について、H31年度の除雪計画に反
映し、歩道除雪を実施する。。
・毎年11月に町内会と除雪業者と市
の3者で行う地区別除雪会議の場
で、地域の意見を集約し、可能な場
合は当該年度の除雪作業に反映さ
せる。

道路課
（雪対
策室）

77 中山間地域の冬期間
における地域住民の
安全で安心な生活環
境を確保します。

・集落内の主要生活道
路の除雪、高齢者世帯
等の除雪支援及び公
共施設等の除雪を集
落に委託

- 有 ・現在支援している地区では、高齢
化と人口減少の進行により、業務を
受託できなくなると見込まれることか
ら、集落の実態とニーズに基づいた
新たな支援の在り方について検討を
進めるほか、現在支援している集落
と同様の環境にある集落への支援
方法等について検討する。

・引き続き、7地区11集落へ支援業
務を委託する。
・あわせて、新たなニーズや支援の
在り方について検討する。

・引き続き、7地区11集落へ支援業務
を委託した。
・あわせて、新たなニーズや支援の
在り方について検討する。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・昨年同様に7地区11集落へ支援業
務を委託したが、新たな支援の在り
方等については、関係課で協議を継
続している。

- 有 ・引き続き7地区11集落に対して支援
業務を委託するほか、集落の実態と
ニーズに基づいた新たな支援の在り
方について検討を進めるほか、現在
支援している集落と同様の環境にあ
る集落への支援方法等について検
討する。

・7地区11集落へ支援業務を委託す
る。
・地域のニーズの聞取りや支援の在
り方について検討を行っていく。

市民安
全課

78 中山間地域の集落に
おいて除雪等要支援
者の除雪等を支援す
るため、ボランティ
ア活動として除雪等
を行う人を派遣する
住民組織等に対し、
補助金を交付しま
す。

・住民組織等の除雪等
ボランティア活動支援

- 有 ・各区において制度の活用を働きか
け、除草や除雪等の支援を要する世
帯に対し、近隣地域または市内で支
援する支え合い体制の維持を目指
す。

・各区において１団体以上の受入組
織（受入窓口）の設立を目指す。
・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣する。
　地域支え合い体制づくり事業補助
金　5地区×5万円

・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣した。

　地域支え合い体制づくり事業補助
金：1地区×5万円

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・実施見込み1地区/5地区
・これまでの施策の取組により、支え
合い体制が構築されたことで補助申
請を不要とする地区がでてきたこと
で、事業の利用が低下している。
・新規で事業活用を希望する地区へ
周知を行うとともに、支え合い体制構
築に資する事業内容の見直しを検討
したい。

- 有 ・中山間地域の各区において制度の
活用を働きかけ、除草や除雪等の支
援を要する世帯に対し、近隣地域ま
たは市内で支援する支え合い体制
の維持を目指す。

・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣する。
　地域支え合い体制づくり事業補助
金　3地区×5万円

自治・
地域振
興課
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(1)誰もが安全
かつ快適に利
用できるよう施
設整備を推進し
ます。

①公共施
設におけ
るユニ
バーサル
デザイン
の推進

79 市の施設を誰もが安
全・安心で快適に利用
できるようにするため、
公共建築物ユニバー
サルデザイン指針に基
づく整備を推進しま
す。

・公共建築物ユニバー
サルデザイン指針に基
づく市の施設整備
（学校施設、公民館、
体育施設、観光施設
等）
・わかりやすい誘導・案
内看板等の設置

- 無 ・市の施設の新設、増設、改修にあ
たり、公共建築物ユニバーサルデザ
イン指針に基づいて設計されている
か事前協議を行い、指針に基づく整
備を推進することにより、利用者の
安全かつ快適な利用を図る。
・適合率を100％を目指す。
※構造上やむを得ない場合等を除
く。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事
前協議を確実に行い、整備を推進す
る。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつける。
・事前協議での適合率を100％とす
る。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事前
協議を確実に行い、整備を推進し
た。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつけた。
・事前協議での適合率は、構造上や
むを得なかった1件を除き、100％で
あった。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・予算要求時や実施前の事前協議を
確実に行い、適合率100％（やむを得
ない場合を除く）とすることができた。

- 無 ・市の施設の新設、増設、改修にあ
たり、公共建築物ユニバーサルデザ
イン指針に基づいて設計されている
か事前協議を行い、指針に基づく整
備を推進することにより、利用者の
安全かつ快適な利用を図る。
・適合率100％を目指す。
※構造上やむを得ない場合等を除
く。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事前
協議を確実に行い、整備を推進す
る。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつける。
・事前協議での適合率を100％とす
る。

共生ま
ちづくり
課

②民間施
設におけ
るユニ
バーサル
デザイン
の推進

80 民間の公共的施設が
誰もが使いやすい施設
となるよう、新潟県福
祉のまちづくり条例に
基づき協議や指導、助
言を行います。

・新潟県福祉のまちづ
くり条例整備マニュア
ルに基づく民間施設
（病院、社会福祉施
設、商業施設等）の整
備に係る協議・指導・
助言の実施

- 無 ・民間の公共的施設について、県福
祉のまちづくり条例整備マニュアル
に基づく協議、指導、助言を実施し、
マニュアルに基づく整備を推進する
ことにより、利用者の安全かつ快適
な利用を図る。
・適合率を31.8％（H28の適合率）以
上とする。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底する。
・新潟県建築士会上越支部の会合
で、誰もが利用しやすい施設を整備
することの必要性を説明し、設計者
側の意識啓発を図る。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底した。
・新潟県建築士会上越支部の会合
で、誰もが利用しやすい施設を整備
することの必要性を説明し、設計者
側の意識啓発を図った。
・適合率35.0％（平成30年12月時点）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく協議、指導、助言
を実施し、目標の適合率を達成でき
る見込みである。
・新潟県建築士会上越支部の会合で
説明を行い、設計者側の意識啓発を
図った。

- 無 ・民間の公共的施設について、県福
祉のまちづくり条例整備マニュアル
に基づく協議、指導、助言を実施し、
マニュアルに基づく整備を推進する
ことにより、利用者の安全かつ快適
な利用を図る。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底する。
・新潟県建築士会上越支部の会合
で、誰もが利用しやすい施設を整備
することの必要性を説明し、設計者
側の意識啓発を図る。

共生ま
ちづくり
課

③誰もが
暮らしや
すい居住
環境の整
備

81 在宅で生活する高齢
者の自立を推進するた
め、住宅リフォームを
支援します。

・補助金の交付 - 有 ・高齢者の自立した生活の維持・改
善、介護者の負担軽減などに繋がる
助成内容となるよう必要に応じ助言
を行う。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地を訪問し、改修箇所や改修方法
について、専門的知見から助言を行
う。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認
を行う。
・訪問は10件/月×12＝120件/年を
目標とする。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地訪問し、改修箇所や改修方法に
ついて、専門的知見から助言を行っ
た。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認を
行った。
・現地訪問が必要と判断した事例が
多かったことから、1月末までに129
件の現地訪問を実施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・改修工事の実施前、必要に応じて
現地訪問し、改修箇所や改修方法に
ついて、専門的知見から助言を行っ
た。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認を
行った。

- 有 ・高齢者の自立した生活の維持・改
善、介護者の負担軽減などに繋がる
助成内容となるよう必要に応じ助言
を行う。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地を訪問し、改修箇所や改修方法
について、専門的知見から助言を行
う。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認を
行う。
・訪問は10件/月×12＝120件/年を
目標とする。

高齢者
支援課

82 障害のある人が住み
慣れた住宅で安心して
自立した生活を送られ
るよう、住宅リフォーム
を支援します。

・補助金の交付 - 有 ・住宅リフォームに関しての相談は
多々あるが、条件に適合しない等の
理由により、助成件数は年3件程度
であるため、制度の周知により申請
件数の増加を図る。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助する。
　6件　1,700,000円

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助した。
　4件　1,075千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・申請4件に対し、全て年度内に完了
する予定である。
・障害のある人が住み慣れた場所で
快適に日常生活を過ごせるよう住環
境の整備を行うことができた。

- 有 ・住宅リフォームに関しての相談は
多々あるが、条件に適合しない等の
理由により、助成件数は年3件程度
であるため、制度の周知により申請
件数の増加を図る。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助する。
　3件　850千円

福祉課

83 空き家等の適切な管
理及び活用促進を図る
ことにより、市民一人
ひとりが安全安心に暮
らすことができる生活
環境を確保します。

・所有者等による空き
家等の適切な管理の
促進

新規 有 ・安全安心な生活環境の確保に向
け、空き家等の所有者等に対し適切
な維持管理を促進する。

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行う。
　助言指導通知　1回
　適正管理依頼　1回

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行った。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行った。
　助言指導通知　3回
　適正管理依頼　3回＋随時

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・空き家対策に関する啓発のほか、
所有者等に対して空き家等の適切な
管理に向けた助言・指導の通知や適
正管理の依頼を行い、危険な空き家
が除却されるなど、安全安心な生活
環境の確保に向けた取組を行い、空
き家を要因とした事故の発生は現時
点で無い。

- 有 ・安全安心な生活環境の確保に向
け、空き家等の所有者等に対し適切
な維持管理を促進する。

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行う。
　助言指導通知　2回
　適正管理依頼　2回＋随時

建築住
宅課

84 雁木の保存と活用を推
進するため、地域指定
を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修
繕・雁木下通路の段差
解消工事に対し支援し
ます。

・補助金の交付 新規 有 ・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・補助率：1/2　補助限度額：450千円

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・8件を予定

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助。（8件）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・申請のあった8件の工事に補助金
を交付し、市民による雁木の整備を
推進している。

- 有 ・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・補助率：1/2　補助限度額：450千円

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
　7件を予定

文化振
興課
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計画 実績見込み

基
本
目
標

第4次人まち計画での位置付け 平成31年度平成30年度

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

施策の方向

No. 事業内容 事業計画 事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　　　評価
・目標達成の理由、未達成の要因
等、実施状況や目標達成状況から
事業の評価を記載

担当課
計画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

(1)誰もが安全
かつ快適に移
動できるよう歩
道・道路整備を
推進します。

①安全・
安心な歩
道・道路
の整備

・左記の計画内容に基づき実施。

<歩道>
〇Ｈ30年度までの実施
　　・延長…5.6km（着手済15か所）
　　・実施率…83.8%

<道路整備>
〇Ｈ30年度までの実施
　　・延長…11.3km（着手済26か所）
　　・実施率…95.1%

・道路整備計画に基づき、歩道及び
道路整備を実施
※道路整備計画の進捗管理にあわ
せて、下記「H31年度までの整備計
画」の延長を見直ししています。
<歩道>
〇Ｈ31年度までの実施目標
　　・延長…6.7km(15か所)

<道路整備>
〇Ｈ31年度までの実施目標
　　・延長…11.9km(27か所)

86 歩行者などの交通の
安全確保や街頭犯罪
の未然防止を図るた
め、市管理防犯灯の整
備及び維持管理を行
います。

・防犯灯整備 - 有 ・通学路3か所に防犯灯を設置する。
・既存の防犯灯を適正に管理する。

・新設予算計上箇所（通学路）への
防犯灯の設置（3か所）
・市が管理する防犯灯の適正管理

・新設予算計上箇所（通学路）への
防犯灯の設置（3か所）。
・市が管理する防犯灯の適正管理。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・予算計上どおり、通学路への防犯
灯の設置を行っている。
・市が管理する防犯灯を適正に管理
している。

- 有 ・通学路に防犯灯を新設する（3件）。
・既存の防犯灯を適正に管理する。

・予算計上のとおり通学路に防犯灯
を設置する。（3件）
・市が管理する防犯灯の適正管理

市民安
全課

87 交通事故の発生を防
止するため、カーブミ
ラーを維持管理・整備
します。

・カーブミラーの整備 - 有 ・新設要望を認めた17か所への設置
する。
・既存のカーブミラーを適正に管理
する。

・市が管理するカーブミラーの適正
管理
・新設要望箇所の設置可否判定
・新設予算計上箇所へのカーブミ
ラーの設置（17か所）

・市が管理するカーブミラーの適正管
理。
・新設要望箇所の設置可否判定。
・新設予算計上箇所へのカーブミ
ラーの設置（17か所）。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・計画どおり、新設予算計上箇所へ
のカーブミラーの設置を行った。
・市が管理するカーブミラーを適正に
管理し、安全の確保を図っている。

- 有 ・カーブミラーの整備及び適正な維
持管理を行い、交通事故の防止を図
る。

・市が管理するカーブミラーの適正管
理
・新設要望箇所の設置可否判定
・新設予算計上箇所へのカーブミ
ラーの設置（13か所）

市民安
全課

(2)誰もが安全
かつ快適に移
動できるよう地
域公共交通の
向上を推進しま
す。

①地域公
共交通の
利便性の
向上と安
全・安心
な運行

88 地域の実情にあった公
共交通の再編を行い、
地域公共交通を維持・
確保します。

・利便性、持続可能性
に配慮した路線バスの
再編

- 有 ・上越市バス交通ネットワーク再編
計画に基づき、青田線、斐太線、正
善寺線、黒岩線、水野線、南川線、
黒井駅線の再編を実施し、路線バス
の利便性、持続可能性を向上させ
る。
・利便性、持続可能性に配慮した路
線バスの再編を継続的に進めるた
め、次期総合公共交通計画の検討
を開始し、現状調査、課題抽出、対
応方針の検討等を実施する。

・上越市バス交通ネットワーク再編
計画に基づく青田線、斐太線、正善
寺線、黒岩線、水野線、南川線、黒
井駅線の再編
・次期総合公共交通計画の策定に
向けた現状調査（乗降調査、聞き取
り調査、住民アンケート等）、庁内関
係各課との協議、地区公共交通懇
話会等における区内公共交通の検
討等を行い、2年をかけてきめ細や
かな交通ネットワークを構築

・上越市バス交通ネットワーク再編計
画に基づく青田線、斐太線、正善寺
線、黒岩線、水野線、南川線、黒井
駅線の再編を検討。
・次期総合公共交通計画の策定に
向けた現状調査（乗降調査、聞き取
り調査、住民アンケート等）、地区公
共交通懇話会等における区内公共
交通の検討等を行い、2年をかけて
きめ細やかな交通ネットワークを構
築。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・上越市バス交通ネットワーク再編計
画に基づき、青田線、斐太線、正善
寺線、黒岩線、水野線、南川線、黒
井駅線の再編については、現在検討
中の次期総合公共交通計画におけ
る見直しとの整合を図るため、次期
計画の検討とあわせ継続検討し、利
便性、持続可能性の向上に取り組む
こととした。
・次期総合公共交通計画の検討につ
いては、市民アンケート、バスの乗降
調査、住民への聞取り調査等の現状
調査を行うとともに、これらを踏まえ、
当市の公共交通の在り方について
基本的な考え方を整理した。

- 有 ・利便性、持続可能性に配慮した路
線バスの再編を継続的に進めるた
め、次期総合公共交通計画を策定
する。

・次期総合公共交通計画の策定に
向け、地域別の路線バスの再編方
針の検討、地域住民との協議・合意
形成、地区公共交通懇話会等にお
ける検討、事業者や庁内関係各課と
の協議等を行う。

新幹
線・交
通政策
課

89 ※分割・修正
運行の安定性・安全
性・快適性の向上に取
り組みます。

※分割
・鉄道事業者安定経営
支援補助金、バス運行
対策費補助金の交付
による生活交通の維持
確保

- 有 ※分割
・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
により、生活交通の維持確保を図
る。

※分割
・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　62,595千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　6,539千円
　バス運行対策費補助金　72路線
　382,465千円

※分割
・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交
付。
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　62,595千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　2,333千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　356,166千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） - 有 ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
により、生活交通の維持確保を図
る。
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　62,207千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　9,546千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　370,246千円

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付

新幹
線・交
通政策
課

90 ※分割
分かりやすい運行情報
や利用案内の提供に
取り組みます。

※分割
・分かりやすい路線系
統表示や時刻表、啓発
資料の作成

- 有 ※分割
・時刻表や啓発資料の内容につい
て、法定協議会や利用者の意見を
踏まえてより充実したものとし、継続
的な利用促進を図る。

※分割
・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成

※分割
・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成。
・各区ごとに路線別の大文字時刻表
を作成。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・法定協議会や利用者の意見を踏ま
え、時刻表の地図に生活に必要な施
設を掲載し、より分かりやすいものと
したほか、啓発資料の内容に改善を
加えるなど、公共交通の更なる利用
促進を行っている。
・ダイヤ改正に合わせ、各区ごとに
地域のバス路線を抜粋し、高齢者等
に配慮した大文字時刻表を作成して
いる。

- 有 ・時刻表や啓発資料の内容につい
て、法定協議会や利用者の意見を
踏まえてより充実した内容とし、継続
的に利用促進を図る。

・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成
・各区ごとに路線別の大文字時刻表
を作成

新幹
線・交
通政策
課

91 ※分割
運行の安全性・快適性
の向上に取り組みま
す。

※分割
・国の補助事業の活用
による福祉タクシーの
導入促進

拡充 無 ※分割
・引き続き、福祉タクシーの導入促進
に取り組むとともに、障害のある人
が安心して外出できるよう検討し、障
害者など交通弱者の移動手段を確
保する。

※分割
・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行う。
・福祉タクシーの導入のほか、公共
交通、福祉の支援制度（タクシー利
用券、福祉有償運送、移動支援サー
ビス等）を関係機関と連携、見直しを
行い利便性の向上を図る。
＜タクシー利用券助成額＞
1人あたり19,000円から24,000円に
増額

※分割
・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行う。（平成30年度　1
事業所が補助申請）
・福祉タクシーの導入のほか、公共
交通、福祉の支援制度（タクシー利
用券、福祉有償運送、移動支援サー
ビス等）を関係機関と連携、見直しを
行い利便性の向上を図る。
＜タクシー利用券助成額＞
1人あたり19,000円から24,000円に増
額

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・福祉タクシーの国の補助制度につ
いて、事業者に情報提供を行い、福
祉タクシーの購入を行う1社に補助申
請の支援を行った。
・一方、障害のある人が安心して外
出できるよう、外出時の見守り支援
（移動支援サービス）について、ヘル
パーが一人の支援を行う個別支援
型とあわせ、ヘルパーが複数人の支
援が可能なグループ型の制度を開
始。平成31年1月時点において2件
のサービス利用を提供した。

- 有 ・引き続き、福祉タクシーの導入促進
に取り組むとともに、障害のある人
が安心して外出できるよう検討し、障
害者など交通弱者の移動手段を確
保する。

・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行う。
・福祉タクシーの導入支援のほか、
公共交通、福祉の支援制度（タク
シー利用券、福祉有償運送、移動支
援サービス等）を関係機関と連携、
見直しを行い利便性の向上を図る。

新幹
線・交
通政策
課

福祉課

有 ・左記の計画内容に基づき実施す
る。

道路課

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金を交付
し、生活交通の維持確保を行った。
・北越急行安全輸送設備等整備事
業補助金は、北越急行㈱が行う国庫
補助事業に対し、県及び沿線自治体
が連携して国庫補助率に応じた協調
補助を行い、安全輸送を支援するも
ので、今年度は、国庫補助の内示率
の減少と、入札等による事業費の減
額のため、予算額より支出が少ない
見込みである。
・バス運行対策費補助金は、バス運
行事業者の経費が縮減したほか、運
賃収入の減少が見込みより小さかっ
たことから、補助対象経費が計画よ
り減少した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・計画通り事業を実施することができ
た。

-85 誰もが安全に安心して
移動できる歩道や道路
を整備します。

・歩道・道路整備の推
進

- 有 ・道路整備計画に基づき、歩道及び
道路整備を実施
※道路整備計画の進捗管理にあわ
せて、下記「H31年度までの整備計
画」の延長を見直ししています。
<歩道>
〇Ｈ31年度までの整備計画
　　・延長…7.3km(14か所)
〇Ｈ30年度までの実施目標
　　・延長…5.2km（着手済14か所）
　　・実施率…71.2%

<道路整備>
〇Ｈ31年度までの整備計画
　　・延長…11.3km(26か所)
〇Ｈ30年度までの実施目標
　　・延長…10.8km（着手済25か所）
　　・実施率…95.6%

・左記の計画内容に基づき実施す
る。
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公共建築物ユニバーサルデザイン指針の見直し方針案について 

 

１ 公共建築物ユニバーサルデザイン指針の概要と現状について 

 ①公共建築物ユニバーサルデザイン指針（以下、指針という。）策定の経過 

・ 平成11年 3月に「上越市人にやさしいまちづくり条例」を制定。 

【基本理念：男性も女性も、老いも若きも、障害のある人もない人も、ともに支え合

い、助け合いながら、意識上の障壁を含むあらゆる障壁のないまちづくりに取り組

む】 

・ この条例に基づき、平成13年 3月に「上越市第1次人にやさしいまちづくり推進計

画」を策定し、施策を推進。（現在、第4次計画を実施中） 

・ しかし、具体的な取組が、主に福祉や都市整備等の分野にとどまり、その考え方が市

政全般に反映されているとはいえない状況であったため、平成17年4月に企画政策

課内にユニバーサルデザイン推進室を設置するとともに、「上越市ユニバーサルデザ

イン検討委員会（公募市民、学識経験者など25人）」や「ユニバーサルデザイン普及

員（若手職員15人）」を設置するなど、全庁的、全市的にユニバーサルデザインの考

え方をもって事業を展開していくこととした。 

・ 当初、それぞれのグループは、日常生活の問題点や身の回りのバリアについて調査

し、その中から市全体をユニバーサルデザイン化することについて解決策を探ろう

としたが、問題点が多岐にわたり、一度に解決することは困難としたことから、当市

におけるユニバーサルデザイン化の取り組みの最初のステップとして、公共建築物

のユニバーサルデザイン化を検討することとし、その中でも、市民プラザと市役所庁

舎を対象としてユニバーサルデザイン化の検討を行い、提言書を作成。 

・ この2つの提言書を基に、「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の

建築の促進に関する法律（ハートビル法）」※1や「高齢者、身体障害者等の公共交通

機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法）」※2、新潟

県福祉のまちづくり条例、他自治体の指針などを参考に、4回の検討委員会を開催し、

平成19年 3月に指針を策定。 

※1.2 両法律は平成 18 年に統合・拡充され、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリ

アフリー法）」が施行されている。 

 

②指針の仕組み 

・ 指針は、公共建築物について全体共通、移動空間、個別空間、情報・案内、避難と雪

対策の6区分に分類し、区分ごとに具体的な対象物を設けて構成。 

・ 基準は 2 段階の区分し、整備基準としてこれがないと施設利用ができないため、必

ず守る事項を「基本事項」とし、これがあると便利・快適に施設利用ができるため、

可能な限り守る事項を「推奨事項」としている。 

事前配付資料 2 



公共建築物ユニバーサルデザイン指針の見直し方針案について 

 

・ ソフト面として、施設管理者が施設利用者に対して配慮すること、事業者の協力によ

り快適に施設が利用できること、事前の検討が必要な事項を掲載。 

・ ハード面を整備するだけでは、だれもが快適に施設を利用することはできないこと

から、施設利用者が、お互いのことを思いやる、譲り合う、助け合う「心のユニバー

サルデザイン」についても掲載。 

 

③指針の運用 

・ 適用対象は、新設若しくは増築、改修する不特定の市民が利用する公共建築物（ソフ

ト面は、改修等に関わらず、既存施設を含む）。 

・ 施設を新設若しくは増築、改修を行う場合には、事前協議を行い、当課で確認し、協

議回答の後に工事等を実施することとし、完了後も報告が必要。 

 

 

 

≪参考≫適合状況の推移 

単位：（％） 

  区分 H19 H22 H25 H28 H29 

全体共通 43.71 47.84 50.10 53.67 54.56 

移動空間 47.38 57.07 61.58 67.90 68.72 

個別空間 53.70 61.29 65.68 68.07 69.26 

情報・案内 45.03 46.42 50.75 51.48 51.98 

避難 50.87 60.67 66.21 77.56 77.95 

雪対策 53.54 57.40 58.26 58.89 59.77 

全体適合率 51.42 55.86 59.68 63.86 64.78 

注 1）H19 年度調査は、市公共建築物ＵＤ指針を策定するに当たって実施したもの。その後 3 年周期で調査を実

施していたが、平成29年度から毎年度調査することとした。 

注2）適合率は、各施設における適合箇所数を指針該当項目数で除して計算している。 

 

 

 

 

 

 



公共建築物ユニバーサルデザイン指針の見直し方針案について 

 

２ 指針見直しを必要とする理由 

①社会的背景 

・ 指針策定から 10 年以上が経過し、建築技術の向上や建築物の多種多様化が進む

とともに、国の法律改正やこれに伴う新潟県福祉のまちづくり条例施行規則の改

定（平成28年 10月）が行われている。 

 

  ②運用上の課題 

・ 指針は、全施設共通となっており、基本事項を守った施工を行うことで支障が出

る場合や施工が不要となる場合がある。 

例：保育園において廊下に手すりを設置すると衝突の恐れがある。 

 ：福祉施設等において、必ず職員等の介助があるため、手すりの設置を必要

としない場合もある。 

 

 ３ 指針見直しの方針 

  ①記載内容の見直し 

・ 法律や新潟県福祉のまちづくり条例施行規則の改正内容に合わせ、対象物ごとに

見直しを行う。 

・ 現行の表記と相違している箇所の見直しを行う。 

例：UD推進室は、現組織上ない。 

・ 現行の運用に合せた見直しを行う。 

例：現行、駐車場駐車2重ラインは推奨事項であるが、基本事項としている。 

   

②対象施設の見直し 

・ 施設を使用目的によりカテゴリー分けし、対象施設ごとに整備基準を定める。 

・ 施設の利用者数や規模等により、対象施設と推奨施設に区分する。 

  

 ③適合基準の見直し 

・ 障害者差別解消法の施行（平成 28 年 4 月）や新潟県福祉のまちづくり条例施行

規則の改正に合せ、一定の条件を満たす場合は、人的に支援することで基準に適

合したものとみなす。 

・ 代替措置を施すことで一定の基準を満たした場合、適合したものとみなす。 

例：構造上支障のない簡易スロープの設置。 

 

 



公共建築物ユニバーサルデザイン指針の見直し方針案について 

 

４ 指針見直しのスケジュール 

 

年  月 内       容 

平成31年2月 平成30年度第2回人にやさしいまちづくり推進会議で方針提案 

        3月～5月 庁内関係課と方針案及び改定内容の協議 

        6月～8月 指針改定案の作成 

        9月～10月 平成31年度第1回人にやさしいまちづくり推進会議で指針改定案を提案 

平成32年1月～2月 パブリックコメントの実施 

        2月 平成 31 年度第 2 回人にやさしいまちづくり推進会議で指針改定案を提案

（最終） 

        3月 指針改定案最終決裁 

        4月 改定指針施行 

新元号が未定のため、平成と表記 



 
 

第４次人にやさしいまちづくり推進計画に係る平成 30 年 

度実施計画の進捗状況及び平成 31 年度実施計画について 

 

１ 平成 30 年度実施計画の進捗状況 

 

 (1)事業の実施状況及び目標達成状況 

第 4 次人にやさしいまちづくり推進計画平成 30 年度実施計画に掲げた 91 事

業の実績見込みについて評価を行った。事業の実施状況については、80 事業が

計画どおり実施（100％）、10 事業が計画をほぼ実施（80％以上）し、この 2 つ

を合わせた割合が全体の 98.9％に達していることから、概ね計画どおり各種事

業を実施できる見込みである。 

また、事業の目標達成状況の見込みについては、74 事業が目標達成（100％）、

14 事業が目標はほぼ達成（80％以上）し、この 2 つを合わせた割合が全体の

96.7％に達していることから、概ね事業の目標を達成できる見込みである。 

 

基本方針 施策の方向 

事前配付

資料 1 対応

ページ 

事業数 

担当課の評価 

上段：事業実施 

下段：目標達成 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

1 誰もが理解

し合えるまち

づくり 

人にやさしいまちづく

りの普及啓発 
1 1 

1    

 1   

相談・支援体制の充実 1～2 11 
10 1   

11    

2 誰もが学べ

るまちづくり 
自立・共生を目指す学

校教育環境の充実 
3 3 

3    

1 2   

市民の多様な学習・ス

ポーツ機会の充実 
3 3 

2 1   

2 1   

3 誰もが働け

るまちづくり 雇用機会の創出 4 5 
3 2   

3 2   

職業能力や人材の育成 5 3 
3    

3    

4 誰もが健康

に暮らせるま

ちづくり 

健診・保健指導等の推

進 
6 6 

6    

5 1   

地域医療体制の充実 7 3 
3    

3    

高齢者福祉の推進 7～8 10 
8 2   

8 2   

障害者福祉の推進 8～9 11 
11    

10 1   

子育て・療育支援の充

実 
10 2 

2    

2    

 

 

当日配付資料 1 
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基本方針 施策の方向 

事前配付

資料 1 対応

ページ 

事業数 

担当課の評価 

上段：事業実施 

下段：目標達成 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

5 誰もが互い

に支え合うま

ちづくり 

ボランティア活動や地

域での支え合い活動の

ための環境づくり 

11 6 

4 2   

3 1 2  

6 誰もが安心

して暮らせる

まちづくり 

防災対策や避難支援体

制の充実 
12 5 

4 1   

4 1   

自主防災活動の推進 12 1 
1    

1    

防犯対策の充実 13 3 
3    

3    

除雪対策の充実 13 5 
4  1  

3 1 1  

7 誰もが快適

に暮らせるま

ちづくり 

公共施設におけるユニ

バーサルデザインの推

進 

14 1 
1    

1    

民間施設におけるユニ

バーサルデザインの推

進 

14 1 
1    

1    

誰もが暮らしやすい居

住環境の整備 
14 4 

4    

4    

8 誰もが移動

しやすいまち

づくり 

安全・安心な歩道・道

路の整備 
15 3 

3    

3    

地域公共交通の利便性

の向上と安全・安心な

運行 

15 4 
3 1   

3 1   

合  計 
  

91 
80 10 1  

74 14 3  

※凡例 

上段・事業実施 Ａ：計画どおりすべて実施（100％） Ｂ：計画をほぼ実施（80％以上） 

Ｃ：計画どおり実施できなかった Ｄ：未実施 

下段・目標達成 Ａ：目標達成（100％） Ｂ：目標はほぼ達成された（80％以上） 

Ｃ：目標を達成できなかった Ｄ：未実施 
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(2) 事業実施状況がＣ評価（目標を達成できなかった）であった事業 

・1 事業 

事前配付資料 1 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

13 6 誰も

が安心

して暮

らせる

まちづ

くり 

No.78 中 山

間地域の集

落において

除雪等要支

援者の除雪

等を支援す

るため、ボ

ランティア

活動として

除雪等を行

う人を派遣

する住民組

織 等 に 対

し、補助金

を交付しま

す。 

各区において制

度の活用を働き

かけ、除草や除

雪等の支援を要

す る 世 帯 に 対

し、近隣地域ま

たは市内で支援

する支え合い体

制の維持を目指

す。 

・地域支え合い体制づく

り事業補助金交付の実施

予定 5 地区に対し、実施

見込みは 1 地区である。 

・これまでの施策の取組

により、支え合い体制が

構築されたことで補助申

請を不要とする地区がで

てきたことで、事業の利

用が低下している。 

・新規で事業活用を希望

する地区へ周知を行うと

ともに、支え合い体制構

築に資する事業内容の見

直しを検討したい。 

 

(3) 事業の目標達成状況がＣ評価（目標を達成できなかった）であった事業 

・3 事業 

事前配付資料 1 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

11 5 誰も

が互い

に支え

合うま

ちづく

り 

No.59 共 に

支え合うた

めの自主的

な活動が促

進されるま

ちを目指し

ます。 

市民活動への参

画促進と市民活

動団体同士の連

携が図られるよ

う、市民活動体

験ツアーや市民

活動交流会（ソ

ーシャルビジネ

スに関するセミ

ナ ー 、 参 集 目

標：20 人）を開

催するほか、市

民活動に役立つ

情報のメール配

信を継続して実

施し、市民主体

のまちづくりへ

の意識向上を図

る。 

・事業の実施を通じたき

っかけやつながりづくり

は図られたが、市民活動

への参画や市民活動団体

同士の連携には直ちに結

び付かなかった。 
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事前配付資料 1 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

11 5 誰も

が互い

に支え

合うま

ちづく

り 

№62 地域に

おける支え

合い体制の

構 築 の た

め、住民主

体における

生活支援サ

ービスの提

供を行いま

す。 

・有償ボランテ

ィア養成講座を

6 回開催し、有償

ボランティア増

員を図る。 

・担い手フォロ

ーアップ研修を

2 回開催し、既に

活動している有

償ボランティア

のフォローアッ

プを図る。 

・有償ボランテ

ィア養成講座登

録者数 80 人 

・地域包括支援センター

等への周知を通して、必

要な人に適切にサービス

を提供している。 

・有償ボランティア養成

講座を開催し、担い手の

確保を図っている。 

平成 30 年度は、目標の

80人を達成することはで

きなかったが、養成講座

の受講者は 82 人であっ

た。 

・養成講座受講済未登録

者への積極的な声かけな

どによる勧誘を行うとと

もに、フォローアップ講

座を実施し、担い手のス

キルアップ及び養成講座

受講済未登録者への登録

勧奨を行うなど担い手確

保を図っていきたい。 

13 6 誰も

が安心

して暮

らせる

まちづ

くり 

№78 中山

間地域の集

落において

除雪等要支

援者の除雪

等を支援す

るため、ボ

ランティア

活動として

除雪等を行

う人を派遣

する住民組

織 等 に 対

し、補助金

を交付しま

す。  

各区において制

度の活用を働き

かけ、除草や除

雪等の支援を要

す る 世 帯 に 対

し、近隣地域ま

たは市内で支援

する支え合い体

制の維持を目指

す。 

・地域支え合い体制づく

り事業補助金交付の実施

予定 5 地区に対し、実施

見込みは 1 地区である。 

・これまでの施策の取組

により、支え合い体制が

構築されたことで補助申

請を不要とする地区がで

てきたことで、事業の利

用が低下している。 

・新規で事業活用を希望

する地区へ周知を行うと

ともに、支え合い体制構

築に資する事業内容の見

直しを検討したい。 
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２ 平成 31 年度実施計画 

 

 (1)事業の状況 

平成 30 年度事業の評価を踏まえ、必要な見直しを行いながら 91 事業を継続して

実施する。 

 

基本方針 
平成 30 年度 

事業数 

平成 31 年度 

事業数 

1 誰もが理解し合えるまちづくり 12 12 

2 誰もが学べるまちづくり 6 6 

3 誰もが働けるまちづくり 8 8 

4 誰もが健康に暮らせるまちづくり 32 32 

5 誰もが支え合うまちづくり 6 6 

6 誰もが安心して暮らせるまちづくり 14 14 

7 誰もが快適に暮らせるまちづくり 6 6 

8 誰もが移動しやすいまちづくり 7 7 

合  計 91 91 

 

 (2)平成 30 年度からの主な変更事項 

事業自体は平成 30 年度事業を継続することとしているが、目標や実施方法等を

変更するもの。 
 
事前配
付資料
1 対応
ページ 

事業№ 主な変更内容 担当課 

1 2 
障害のある
人の権利擁
護の取組 

【目標】 
障害者差別解消法の施行に伴う内容を加筆し
た。 

福祉課 

2 7 
子どもの権
利の侵害・
予防等対策 

【計画】 
町内会や保護者会、民生・児童委員等を対象
とした出前講座の実施を加えた。 

すこやかなく
らし包括支援
センター 

3 14 

幼稚園児、
児童・生徒
への経済支
援 

【目標】 
国の方針に基づく、幼稚園の保育料無償化の
施策を加えた。 
【計画】 
目標に合せ、実施内容を加えた。 

学 校 教 育
課 
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事前配
付資料
1 対応
ページ 

事業№ 主な変更内容 担当課 

3 18 

すべての人
のスポーツ
参加への機
会の整備 

【目標】 
障害のある人のスポーツ活動の場の環境整備
に協力することから、幅広い年代に障害及び
生涯スポーツの理解と促進を図ることとし
た。 
【計画】 
目標に合せ、スポーツ行事への参加を促進す
るための施策を加えた。 

スポーツ推
進課 
 
福祉課 

4 19 就労支援 
【計画】 
インターンシップ受入促進事業助成金及び移
住・就業支援金交付を加えた。 

産業振興課 

4 21 
障害のある
人の雇用機
会の創出 

【計画】 
農福連携の 6 次産業化に向けたモデル事業の
検討を進める内容を加えた。 

福祉課 

9 
10 

50 
58 

子どもの発
達・発育支
援 

【計画】 
こども発達支援センターのパンフレット作成
及び休日体験・見学会実施を除き、国の制度
に基づく児童発達支援事業の実施及び保育園
児等就園児童に対する支援強化のため全園の
巡回相談実施を加えた。 

こども発達
支援センタ
ー 

11 59 
自主的市民
活動の促進
の支援 

【目標】 
市民活動への参画と団体同士の連携を図るた
めの市民活動体験ツアーや市民活動交流会
は、団体の自主的な活動に委ねることとした
ため目標から除いた。 
【計画】 
目標に伴い、市民活動体験ツアー及び市民活
動交流会は計画から除いた。 

共生まちづ
くり課 

12 66 
防災体制の
整備・促進 

【目標】 
津波対策の方向性の検討を踏まえ、津波ハザ
ードマップを作成し、配布するのみとした。
また、洪水ハザードマップは更新し、配布す
るとしていたが、新たに公表される洪水浸水
想定を基に、住民説明会を開催するとともに、
避難所の見直し等を行いその結果を反映した
素案を作成し、関係町内会に配布するとした。 
【計画】 
ハザードマップについては、目標に基づき作
成し、これらに基づき住民説明会等を開催す
るとし、防災行政無線システム等については、
中郷区、板倉区及び清里区の更新工事に着手
するとし、防災情報リンク集は更新等を行う
とした。 

危機管理課 
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12 66 
防災体制の
整備・促進 

【目標】 
津波対策の方向性の検討を踏まえ、津波ハザ
ードマップを作成し、配布するのみとした。
また、洪水ハザードマップは更新し、配布す
るとしていたが、新たに公表される洪水浸水
想定を基に、住民説明会を開催するとともに、
避難所の見直し等を行いその結果を反映した
素案を作成し、関係町内会に配布するとした。 
【計画】 
ハザードマップについては、目標に基づき作
成し、これらに基づき住民説明会等を開催す
るとし、防災行政無線システム等については、
中郷区、板倉区及び清里区の更新工事に着手
するとし、防災情報リンク集は更新等を行う
とした。 

危機管理課 

12 70 
自主防災活
動の支援 

【目標】 
避難者による自主的な避難所運営についての
意識醸成及び防災アドバイザーを活用した地
域防災力の向上を図ることを加えた。 
【計画】 
自主防災組織未結成町内会及び活動不活性町
内会に訪問指導することを加えた。 

市民安全課 

13 78 
除雪等ボラ
ンティア活
動支援 

【計画】 
補助地区見込みを 5 地区から 3 地区に変更し
た。 

自治・地域
振興課 

14 82 

障害のある
人の住宅リ
フォーム支
援 

【計画】 
補助件数見込みを 6 件から 3 件に変更した。 

福祉課 

15 88 
路線バスの
再編 

【目標】 
上越市バス交通ネットワーク再編計画に基づ
く再編が予定されていないため、次期総合公
共交通の策定に係る目標のみとした。 
【計画】 
次期総合公共交通計画の策定に向け、平成 30
年度に実施した現状調査を踏まえた路線バス
の再編方針の検討、地域住民との協議等に移
行した。 

新幹線・交
通政策課 
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